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(57)【要約】
【課題】帯電防止を有し、帯電防止されていない被着体の剥離時の剥離帯電圧の抑制が図
れ、高速剥離時における粘着力が小さく、浮きや剥がれといった問題を生じない程度に低
速剥離時の粘着力が高く、かつ、透明性に優れた粘着シートや、前記粘着シートを貼付し
た光学フィルムを得ることができる粘着剤組成物を提供する。
【解決手段】ガラス転移温度が０℃未満のポリマー（Ａ）、及び、反応性イオン液体をモ
ノマー単位として含み、固有粘度（ｄＬ／ｇ）が、０．０１以上０．５未満であるポリマ
ー（Ｂ）を含有することを特徴とする粘着剤組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
ガラス転移温度が０℃未満のポリマー（Ａ）、及び、
反応性イオン液体をモノマー単位として含み、固有粘度（ｄＬ／ｇ）が、０．０１以上０
．５未満であるポリマー（Ｂ）を含有することを特徴とする粘着剤組成物。
【請求項２】
前記ポリマー（Ａ）１００質量部に対して、前記ポリマー（Ｂ）を０．０５～３０質量部
含有することを特徴とする請求項１に記載の粘着剤組成物。
【請求項３】
前記ポリマー（Ｂ）が、(メタ)アクリル系ポリマーであることを特徴とする請求項１又は
２に記載の粘着剤組成物。
【請求項４】
前記ポリマー（Ｂ）が、モノマー単位として、ポリオキシアルキレン骨格を有するモノマ
ーを含有することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の粘着剤組成物。
【請求項５】
前記反応性イオン液体が、下記一般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオ
ン液体であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の粘着剤組成物。
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＺＸ＋　Ｙ－　　　　（１）
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＮＨＺＸ＋　Ｙ－　　　（２）
［式（１）及び(２)中、Ｒ１は、水素原子又はメチル基であり、Ｘ＋は、カチオン部、Ｙ
－は、アニオンである。Ｚは、炭素数１～３のアルキレン基を表す。］ 
【請求項６】
前記カチオン部が、第４級アンモニウム基であることを特徴とする請求項５に記載の粘着
剤組成物。
【請求項７】
前記アニオンが、含フッ素系アニオンであることを特徴とする請求項５又は６に記載の粘
着剤組成物。
【請求項８】
前記ポリオキシアルキレン骨格を有するモノマーが、オキシアルキレン単位の平均付加モ
ル数が、３～１００であるアルキレンオキシド基含有反応性モノマーであることを特徴と
する請求項４～７のいずれか１項に記載の粘着剤組成物。
【請求項９】
請求項１～８のいずれか１項に記載の粘着剤組成物から形成されてなることを特徴とする
粘着剤層。
【請求項１０】
ゲル分率が、８５．００～９９．９５質量％であることを特徴とする請求項９に記載の粘
着剤層。
【請求項１１】
請求項９又は１０に記載の粘着剤層を、基材フィルムの少なくとも片面に形成してなるこ
とを特徴とする粘着シート。
【請求項１２】
前記基材フィルムが、プラスチックフィルムであることを特徴とする請求項１１に記載の
粘着シート。
【請求項１３】
表面保護用途に使用することを特徴とする請求項１１又は１２に記載の粘着シート。
【請求項１４】
電子部品製造・出荷工程で使用することを特徴とする請求項１１又は１２に記載の粘着シ
ート。
【請求項１５】
請求項１３に記載の粘着シートを、光学フィルムに貼付することを特徴とする粘着シート
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付き光学フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯電防止性を有する粘着剤組成物、これを用いてシート状やテープ状などの
形態とした粘着シート、及び、粘着シート付き光学フィルムに関する。
【０００２】
　本発明の帯電防止性を有する粘着剤組成物から形成されてなる粘着シートは、静電気が
発生しやすいプラスチック製品などに好適に用いられる。なかでも特に、電子機器など静
電気を嫌う用途で用いられる帯電防止性の粘着シート、ならびに偏光板、波長板、光学補
償フィルム、反射シートなどの光学部材表面を保護する目的で用いられる表面保護フィル
ムとして有用である。
【背景技術】
【０００３】
　表面保護フィルムは、一般的に保護フィルム側に塗布された粘着剤を介して被保護体（
被着体）に貼り合わせ、被保護体の加工、搬送時に生じる傷や汚れを防止する目的で用い
られる。たとえば、液晶ディスプレイのパネルは液晶セルに接着剤を介して偏光板や波長
板などの光学部材を貼り合わせることにより形成されている。液晶セルに貼り合わせるこ
れらの光学部材は傷や汚れなどを防止する目的で保護フィルムが粘着剤を介して貼り合わ
されている。
【０００４】
　そして、この光学部材が液晶セルに貼り合わされるなどして、保護フィルムが不要にな
った段階で保護フィルムは剥離して除去される。一般に保護フィルムや光学部材は、プラ
スチック材料により構成されているため、電気絶縁性が高く、摩擦や剥離の際に静電気を
発生する。従って、保護フィルムを偏光板などの光学部材から剥離する際にも静電気が発
生する。静電気が残ったままの状態で、液晶に電圧を印加すると、液晶分子の配向が損失
したり、パネルの欠損が生じたりする。そこで、このような不具合を防止するため、表面
保護フィルムには各種帯電防止処理が施されている。
【０００５】
　たとえば、粘着剤に１種以上の界面活性剤を添加し、粘着剤中から界面活性剤を被着体
に転写させて帯電防止する方法が開示されている（たとえば、特許文献１参照）。しかし
ながら、この技術は、界面活性剤を粘着剤表面にブリードし易く、保護フィルムに適用し
た場合、被着体への汚染が懸念される。従って、低分子の界面活性剤を添加した粘着剤を
光学部材用保護フィルムに適用した場合には、光学部材の光学特性を損なわず、十分な帯
電防止特性を発現させることは困難である。
【０００６】
　また、ポリエーテルポリオールとアルカリ金属塩からなる帯電防止剤をアクリル粘着剤
に添加し、粘着剤表面に帯電防止剤がブリードするのを抑制する方法が開示されている（
たとえば、特許文献２参照）。しかしながら、この方法においても帯電防止剤のブリード
は避けられず、その結果、実際に表面保護フィルムに適用した場合に、高温下の処理を施
すと、ブリード現象により被着体への汚染が発生してしまう。
【０００７】
　さらに、側鎖にアルキレンオキサイド鎖を有するアクリル系共重合体とイオン化合物を
含有する帯電防止アクリル粘着剤に関する技術が開示（特許文献３）され、帯電防止性と
低汚染性の両立が図られている。しかし、この方法においては、浮きや剥がれ等の問題が
発生する恐れがある。
【０００８】
　また、側鎖に四級アンモニウム基を有するアクリル系共重合体を帯電防止剤として、ア
クリル系粘着剤に添加して、低汚染性、及び、帯電防止性の両立を図る方法が開示されて
いる（特許文献４）。しかし、前記アクリル系共重合体の側鎖を四級化するアルキル化剤
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として、毒性や発癌性の高い硫酸ジメチルや硫酸ジエチルが使用されており、アルキル化
剤が粘着剤中に残存した場合、人体へ悪影響を及ぼす恐れがあり問題を有する。
【０００９】
　前述のとおり表面保護フィルムは不要になった時点で剥離除去されるが、作業効率の観
点から比較的高速で剥離される場合が多い。このため高速剥離時の粘着力が高いと作業効
率が劣り、剥離時に光学部材やガラス等の被保護体を損傷してしまうとの問題があった。
一方で高速剥離時の粘着力を充分小さくしようとすると、被保護体の打ち抜き加工や端面
の研磨処理後に浮きや剥がれといった問題が起こる場合があった。また、光学部材の表面
保護用途して表面保護フィルムを用いる場合、表面保護フィルムが貼り合わされたまま被
着体の検査工程が実施される場合があり、表面保護フィルム自体に高い透明性が要求され
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平９－１６５４６０号公報
【特許文献２】特開平６－１２８５３９号公報
【特許文献３】特開２００５－２０６７７６号公報
【特許文献４】特開２０１０－１２６７０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　そこで、本発明は、このような事情に照らし、帯電防止されていない被着体の剥離時の
帯電防止および剥離帯電圧の抑制が図れ、高速剥離時における粘着力が小さく、浮きや剥
がれといった問題を生じない程度に低速剥離時の接着力が高く、かつ、透明性に優れた粘
着剤組成物、ならびにこれを用いた帯電防止性の粘着シート、及び、粘着シート付き光学
フィルムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　すなわち、本発明の粘着剤組成物は、ガラス転移温度が０℃未満のポリマー（Ａ）、及
び、反応性イオン液体をモノマー単位として含み、固有粘度（ｄＬ／ｇ）が、０．０１以
上０．５未満であるポリマー（Ｂ）を含有することを特徴とする。
【００１３】
　本発明の粘着剤組成物は、前記ポリマー（Ａ）１００質量部に対して、前記ポリマー（
Ｂ）を０．０５～３０質量部含有することが好ましい。
【００１４】
　本発明の粘着剤組成物は、前記ポリマー（Ｂ）が、(メタ)アクリル系ポリマーであるこ
とが好ましい。
【００１５】
　本発明の粘着剤組成物は、前記ポリマー（Ｂ）が、モノマー単位として、ポリオキシア
ルキレン骨格を有するモノマーを含有することが好ましい。
【００１６】
　本発明の粘着剤組成物は、前記反応性イオン液体が、下記一般式（１）、及び／又は、
（２）で示される反応性イオン液体であることが好ましい。
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＺＸ＋　Ｙ－　　　　（１）
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＮＨＺＸ＋　Ｙ－　　　（２）
［式（１）及び(２)中、Ｒ１は、水素原子又はメチル基であり、Ｘ＋は、カチオン部、Ｙ
－は、アニオンである。Ｚは、炭素数１～３のアルキレン基を表す。］
【００１７】
　本発明の粘着剤組成物は、前記カチオン部が、第４級アンモニウム基であることが好ま
しい。
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【００１８】
　本発明の粘着剤組成物は、前記アニオンが、含フッ素系アニオンであることが好ましい
。
【００１９】
　本発明の粘着剤組成物は、 前記ポリオキシアルキレン骨格を有するモノマーが、オキ
シアルキレン単位の平均付加モル数が、３～１００であるアルキレンオキシド基含有反応
性モノマーであることをが好ましい。
【００２０】
　本発明の粘着剤層は、前記粘着剤組成物から形成されてなることが好ましい。
【００２１】
　本発明の粘着剤層は、ゲル分率が、８５．００～９９．９５質量％であることが好まし
い。
【００２２】
　本発明の粘着シートは、前記粘着剤層を、基材フィルムの少なくとも片面に形成してな
ることが好ましい。
【００２３】
　本発明の粘着シートは、前記基材フィルムが、プラスチックフィルムであることが好ま
しい。
【００２４】
　本発明の粘着シートは、表面保護用途に使用することが好ましい。
【００２５】
　本発明の粘着シートは、電子部品製造・出荷工程で使用することが好ましい。
【００２６】
　本発明の粘着シート付き光学フィルムは、前記粘着シートを、光学フィルムに貼付する
ことが好ましい。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】粘着シートの構成を説明する概略図である。
【図２】剥離帯電圧試験を説明する概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００２９】
　本発明の粘着シートは、粘着剤層を、基材フィルムの少なくとも片面に形成することが
好ましい。具体的に前記粘着シートとして、典型的な構成例を図１に模式的に示す。ここ
で、粘着シート１０は、基材フィルム１３（例えばポリエステルフィルム）と、その片面
に設けられた粘着剤層１２を備えるものが挙げられる。前記粘着シート１０は、前記粘着
剤層１２を被着体（保護対象、例えば偏光板等の光学部品の表面）に貼り付けて使用され
る。使用前（すなわち、被着体への貼付前）の前記粘着シートは、図１に示すように、粘
着剤層の表面（被着体への貼付面）が、少なくとも粘着剤層側が剥離面となっているセパ
レーター１１によって保護された形態で存在してもよい。以下に、前記粘着シートの構成
について、詳細に説明する。
【００３０】
　本発明の粘着剤組成物は、ガラス転移温度が０℃未満のポリマー（Ａ）、及び、反応性
イオン液体をモノマー単位として含み、固有粘度（ｄＬ／ｇ）が、０．０１以上０．５未
満であるポリマー（Ｂ）を含有することを特徴とする。
【００３１】
　以下、前記ポリマー（Ａ）、ポリマー（Ｂ）について詳述する。
【００３２】
［ポリマー（Ａ）］
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　前記ポリマー（Ａ）は、ガラス転移温度が０℃未満であれば特に限定されず、(メタ)ア
クリル系ポリマー、ゴム系ポリマー、シリコーン系ポリマー、ポリウレタン系ポリマー、
ポリエステル系ポリマー等の粘着剤として一般的に用いられる各種ポリマーを用いること
ができる。特にポリマー（Ｂ）と相溶し易く、透明性が高い(メタ)アクリル系ポリマーを
用いることが好適である。
【００３３】
　前記ポリマー（Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）は０℃未満であり、好ましくは－１０℃
未満であり、より好ましくは－４０℃未満であり、通常－８０℃以上である。ポリマー（
Ａ）のガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以上であると、ポリマーが流動しにくく、被着体へ
の濡れが不十分となり粘着性が低下する場合がある。
【００３４】
　本実施の形態において、前記ポリマー（Ａ）がコポリマー（共重合体）の場合、そのガ
ラス転移温度は、式（３）（Ｆｏｘ式）に基づいて計算された値である。なお、ポリマー
には、ホモポリマー(単独重合体)、及び、コポリマー（複数のモノマー成分から構成され
る共重合体）を含むことを意味する。 
　　１／Ｔｇ＝Ｗ１／Ｔｇ１＋Ｗ２／Ｔｇ２＋・・・＋Ｗｎ／Ｔｇｎ　　　　　　（３）
 
［式（３）中、Ｔｇは共重合体のガラス転移温度（単位：Ｋ）、Ｔｇｉ（ｉ＝１、２、・
・・ｎ）はモノマーｉがホモポリマーを形成した際のガラス転移温度（単位：Ｋ）、Ｗｉ

（ｉ＝１、２、・・・ｎ）はモノマーｉの全モノマー成分中の質量分率を表す。] 
【００３５】
　またモノマーｉのガラス転移温度Ｔｇｉは、文献（例えばポリマーハンドブック、粘着
ハンドブック等）、カタログ等に記載された公称値である。 
【００３６】
　なお、本明細書において、「ホモポリマーを形成した際のガラス転移温度」とは、「前
記モノマーの単独重合体のガラス転移温度」を意味し、あるモノマー（「モノマーＸ」と
称する場合がある）のみをモノマー成分として形成される重合体のガラス転移温度（Ｔｇ
）を意味する。具体的には、「Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ」（第３版、Ｊｏｈｎ
　Ｗｉｌｅｙ　＆　Ｓｏｎｓ，Ｉｎｃ，１９８９年）に数値が挙げられている。なお、前
記文献に記載されていない単独重合体のガラス転移温度（Ｔｇ）は、例えば、以下の測定
方法により得られる値をいう。すなわち、温度計、撹拌機、窒素導入管及び還流冷却管を
備えた反応器に、モノマーＸ１００質量部、２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．
２質量部及び重合溶媒として酢酸エチル２００質量部を投入し、窒素ガスを導入しながら
１時間撹拌する。このようにして重合系内の酸素を除去した後、６３℃に昇温し１０時間
反応させる。次いで、室温まで冷却し、固形分濃度３３質量％のホモポリマー溶液を得る
。次いで、このホモポリマー溶液を剥離ライナー上に流延塗布し、乾燥して厚さ約２ｍｍ
の試験サンプル（シート状のホモポリマー）を作製する。そして、この試験サンプルをア
ルミニウム製のオープンセルに約１～２ｍｇ秤量し、温度変調ＤＳＣ（商品名「Ｑ－２０
００」、ティー・エイ・インスツルメント社製）を用いて、５０ｍｌ／ｍｉｎの窒素雰囲
気下で昇温速度５℃／ｍｉｎにて、ホモポリマーのＲｅｖｅｒｓｉｎｇ　Ｈｅａｔ　Ｆｌ
ｏｗ（比熱成分）挙動を得る。ＪＩＳ－Ｋ－７１２１を参考にして、得られたＲｅｖｅｒ
ｓｉｎｇ　Ｈｅａｔ　Ｆｌｏｗの低温側のベースラインと高温側のベースラインを延長し
た直線から縦軸方向に等距離にある直線と、ガラス転移の階段状変化部分の曲線とが交わ
る点の温度をホモポリマーとしたときのガラス転移温度（Ｔｇ）とする。 
【００３７】
　また、前記ポリマー（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、たとえば、３万～５００万が
好ましく、より好ましくは１０万～２００万、更に好ましくは２０万～１００万である。
重量平均分子量（Ｍｗ）が３万未満であると、粘着剤の凝集力が不足して、被着体への汚
染が生じやすくなる場合がある。一方、重量平均分子量（Ｍｗ）が５００万を超えると、
粘着剤の流動性が低くなり、被着体に対する濡れが不足し、粘着性が低下する場合がある
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。
【００３８】
［(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）］
　以下に、前記ポリマー（Ａ）の好適な具体例である(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）に
ついて詳述する。
【００３９】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）は、たとえば、炭素数１～２０の直鎖又は分岐鎖
状のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルをモノマー単位(成分）と
して含有するポリマーである。また、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）は、炭素数１
～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルが単独で、又は２種以
上が組み合わされた構成とすることができる。
【００４０】
　前記炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルとして
は、たとえば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリ
ル酸プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）
アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｓ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル
、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸イソペンチル、（メタ）アクリル酸
ヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル
、（メタ）アクリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸イソ
デシル、（メタ）アクリル酸ウンデシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリ
ル酸トリデシル、（メタ）アクリル酸テトラデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、
（メタ）アクリル酸ヘキサデシル、（メタ）アクリル酸ヘプタデシル、（メタ）アクリル
酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸ノナデシル、（メタ）アクリル酸エイコシル等の（
メタ）アクリル酸Ｃ１－２０アルキルエステル［好ましくは（メタ）アクリル酸Ｃ２－１

４アルキルエステル、さらに好ましくは（メタ）アクリル酸Ｃ２－１０アルキルエステル
］等が挙げられる。なお、（メタ）アクリル酸アルキルエステルとはアクリル酸アルキル
エステルおよび／又はメタクリル酸アルキルエステルをいい、「（メタ）・・・」は全て
同様の意味である。
【００４１】
　前記炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルの割合
は、(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）を調製するためのモノマー単位（成分）全量に対し
て、５０～９９．９質量％が好ましく、より好ましくは６０～９８質量％、更に好ましく
は７０～９６質量％である。前記範囲内にあると、再剥離用途に使用できる粘着シートに
好ましい粘着特性が得られるため、好ましい態様となる。
【００４２】
　なお、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）は、凝集力、耐熱性、架橋性等の改質を目
的として、必要に応じて、前記（メタ）アクリル酸アルキルエステルと共重合可能な、他
のモノマー単位（成分）（共重合性モノマー）を含んでいてもよい。したがって、(メタ)
アクリル系ポリマー（ａ）は、主成分としての前記（メタ）アクリル酸アルキルエステル
と共に、共重合性モノマーを含んでいてもよい。共重合性モノマーとしては、極性基を有
するモノマーを好適に使用することができる。なお、主成分とは、モノマー成分全量中、
最も配合割合の高いモノマーを意味する。
【００４３】
　前記共重合性モノマーの具体的な例としては、
　アクリル酸、メタクリル酸、カルボキシエチルアクリレート、カルボキシペンチルアク
リレート、イタコン酸、マレイン酸、フマル酸、クロトン酸、イソクロトン酸等のカルボ
キシル基含有モノマー；
　（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸３－ヒドロキシプロピ
ル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸６－ヒドロキシヘキ
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シル、（メタ）アクリル酸８－ヒドロキシオクチル、（メタ）アクリル酸１０－ヒドロキ
シデシル、（メタ）アクリル酸１２－ヒドロキシラウリル、（４－ヒドロキシメチルシク
ロへキシル）メチルメタクリレート等の（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキル等の水酸
基含有モノマー；
　無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物基含有モノマー；
　スチレンスルホン酸、アリルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプ
ロパンスルホン酸、（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ
）アクリレート、（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含
有モノマー；
　２－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェート等のリン酸基含有モノマー；
　（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチ
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジイ
ソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ（ｎ－ブチル）（メタ）アクリルアミド
、Ｎ，Ｎ－ジ（ｔ－ブチル）（メタ）アクリルアミド等のＮ，Ｎ－ジアルキル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、
Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
メチロールプロパン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－メトキシエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－アクリロイルモルホリン等の（Ｎ－置換）アミド系モノマー；
　Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル
－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシヘ
キサメチレンスクシンイミド等のスクシンイミド系モノマー；
　Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミ
ド、Ｎ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モノマー；
　Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、
Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルへキシルイタコンイミド、Ｎ－シクロへキ
シルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー；
　酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類；
　Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルビニルピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ
－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、Ｎ－ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジ
ン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニルオキサゾール、Ｎ－（メ
タ）アクリロイル－２－ピロリドン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピペリジン、Ｎ－（メタ
）アクリロイルピロリジン、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニル－２－ピペリドン、Ｎ－
ビニル－３－モルホリノン、Ｎ－ビニル－２－カプロラクタム、Ｎ－ビニル－１，３－オ
キサジン－２－オン、Ｎ－ビニル－３，５－モルホリンジオン、Ｎ－ビニルピラゾール、
Ｎ－ビニルイソオキサゾール、Ｎ－ビニルチアゾール、Ｎ－ビニルイソチアゾール、Ｎ－
ビニルピリダジン等の窒素含有複素環系モノマー；
　Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類；
　Ｎ－ビニルカプロラクタム等のラクタム系モノマー；
　アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシアノアクリレートモノマー；
　（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルア
ミノエチル等の（メタ）アクリル酸アミノアルキル系モノマー；
　（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル、（メタ）ア
クリル酸プロポキシエチル、（メタ）アクリル酸ブトキシエチル、（メタ）アクリル酸エ
トキシプロピル等の（メタ）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマー；
　スチレン、α－メチルスチレン等のスチレン系モノマー；
　（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポキシ基含有アクリル系モノマー；
　（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素原子含有（メタ）アクリレート、
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シリコーン（メタ）アクリレート等の複素環、ハロゲン原子、ケイ素原子等を有するアク
リル酸エステル系モノマー；
　イソプレン、ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；
　メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル等のビニルエーテル系モノマー；
　酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類；
　ビニルトルエン、スチレン等の芳香族ビニル化合物；
　エチレン、ブタジエン、イソプレン、イソブチレン等のオレフィン又はジエン類；
　ビニルアルキルエーテル等のビニルエーテル類；
　塩化ビニル；
　ビニルスルホン酸ナトリウム等のスルホン酸基含有モノマー；
　シクロヘキシルマレイミド、イソプロピルマレイミド等のイミド基含有モノマー；
　２－イソシアナートエチル（メタ）アクリレート等のイソシアネート基含有モノマー；
　アクリロイルモルホリン；
　シクロペンチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボ
ルニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート等の脂環式炭化
水素基を有する（メタ）アクリル酸エステル；
　フェニル（メタ）アクリレート、フェノキシエチル（メタ）アクリレート等の芳香族炭
化水素基を有する（メタ）アクリル酸エステル；
　テルペン化合物誘導体アルコールから得られる（メタ）アクリル酸エステル；
等が挙げられる。なお、これらの共重合性モノマーは単独で又は２種以上を組み合わせて
使用できる。
【００４４】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）が、主成分としての前記（メタ）アクリル酸アル
キルエステルと共に共重合性モノマーを含有する場合、前記水酸基含有モノマーやカルボ
キシル基含有モノマーを好適に使用することができる。その中でも、前記水酸基含有モノ
マーとしては、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸４－ヒド
ロキシブチルが好適であり、前記カルボキシル基含有モノマーとしては、アクリル酸を好
適に使用することができる。
【００４５】
　前記共重合性モノマーの配合量としては、特に制限されないが、前記(メタ)アクリル系
ポリマー（ａ）を調製するためのモノマー単位（成分）全量に対して、前記共重合性モノ
マーを０．０１～４０質量％が好ましく、より好ましくは０．１～３０質量％、さらに好
ましくは０．５～２０質量％である。前記共重合性モノマーを０．０１質量％以上含有す
ることで、粘着剤組成物で形成された粘着剤(粘着剤層、粘着シート)の凝集力の低下を防
ぎ、被着体から剥離した際の汚染を防ぐことができる。また、共重合性モノマーの配合量
を４０質量％以下とすることで、凝集力が高くなり過ぎるのを防ぎ、常温（２５℃）での
タック感を向上させることができる。
【００４６】
　また、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）が、更に、モノマー単位（成分）として、
オキシアルキレン単位の平均付加モル数が３～１００であるアルキレンオキシド基含有反
応性モノマーを含有してもよい。
【００４７】
　前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーへのオキシアルキレン単位の平均付加モ
ル数としては、ポリマー（Ｂ）との相溶性の観点から、３～１００であることが好ましく
、４～８０であることがより好ましく、５～５０であることが特に好ましい。上記平均付
加モル数が３以上の場合、被着体（被保護体）の汚染低減効果が効率よく得られる傾向が
ある。また、上記平均付加モル数が１００より大きい場合、ポリマー（Ｂ）との相互作用
が大きく、粘着剤組成物がゲル状となって塗工が困難となる傾向があるため好ましくない
。なお、前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマー中のオキシアルキレン鎖の末端は
、水酸基のままや、他の官能基などで置換されていてもよい。
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【００４８】
　前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーは、単独で使用してもよく、また２種以
上を混合して使用してもよいが、全体としての配合量は前記(メタ)アクリル系ポリマー（
ａ）の全構成単位（全モノマー単位（成分）：１００質量％）中、５．０質量％以下であ
ることが好ましく、４．０質量％以下であることがより好ましく、３．０質量％以下であ
ることが更に好ましく、１．０質量％以下であることが特に好ましい。アルキレンオキシ
ド基含有反応性モノマーの配合量が５．０質量％超えると、粘着力を低下させる要因とな
るため、好ましくない。
【００４９】
　前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーのオキシアルキレン単位としては、炭素
数１～６のアルキレン基を有するものが挙げられ、たとえば、オキシメチレン基、オキシ
エチレン基、オキシプロピレン基、オキシブチレン基などが挙げられる。オキシアルキレ
ン鎖の炭化水素基は直鎖でもよく、分岐していてもよい。
【００５０】
　また、さらに、前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーがエチレンオキシド基を
有する反応性モノマーであることがより好ましい。エチレンオキシド基を有する反応性モ
ノマーを有する(メタ)アクリル系ポリマーをベースポリマーとして用いることにより、ベ
ースポリマーとポリマー（Ｂ）との相溶性が向上し、被着体へのブリードが好適に抑制さ
れ、低汚染性の粘着剤組成物が得られる。
【００５１】
　本発明に用いられる前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーとしては、たとえば
、（メタ）アクリル酸アルキレンオキシド付加物や、分子中にアクリロイル基、メタクリ
ロイル基、アリル基などの反応性置換基を有する反応性界面活性剤などが挙げられる。
【００５２】
　前記（メタ）アクリル酸アルキレンオキシド付加物としては、下記一般式（４）で表さ
れる化合物を好適に用いることができる。
【００５３】
【化１】

［式（４）中、Ｒ１は水素またはメチル基であり、Ｒ２は水素または１価の有機基であり
、ｍおよびｐは２～４の整数、ｎおよびｑは０または２～４０の整数であり、ｎおよびｑ
が同時に０となることはない。]
【００５４】
　前記（メタ）アクリル酸アルキレンオキシド付加物の具体例としては、たとえば、ポリ
エチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレ
ート、ポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート、ポリ
エチレングリコール－ポリブチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリプロピレング
リコール－ポリブチレングリコール（メタ）アクリレート、メトキシポリエチレングリコ
ール（メタ）アクリレート、エトキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ブ
トキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、オクトキシポリエチレングリコー
ル（メタ）アクリレート、ラウロキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、ス
テアロキシポリエチレングリコール（メタ）アクリレート、フェノキシポリエチレングリ
コール（メタ）アクリレート、メトキシポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート
、オクトキシポリエチレングリコール－ポリプロピレングリコール（メタ）アクリレート
などが挙げられる。
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【００５５】
　また、前記反応性界面活性剤の具体例としては、たとえば、（メタ）アクリロイル基又
はアリル基を有するアニオン型反応性界面活性剤、ノニオン型反応性界面活性剤、カチオ
ン型反応性界面活性剤などが挙げられる。
【００５６】
　前記アニオン型反応性界面活性剤としては、たとえば、式（Ａ１）～（Ａ１０）で表さ
れるものなどが挙げられる。
【００５７】
【化２】

［式（Ａ１）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２は炭素数１から３０の炭化水素基
又はアシル基を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、Ｒ３およびＲ４は同一又は異なって
、炭素数１から６のアルキレン基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただ
し（ｍ＋ｎ）は３～１００の数を表す。］。
【００５８】

【化３】

［式（Ａ２）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２およびＲ７は同一又は異なって、
炭素数１から６のアルキレン基を表し、Ｒ３およびＲ５は同一又は異なって、水素又はア
ルキル基を表し、Ｒ４およびＲ６は同一又は異なって、水素、アルキル基、ベンジル基又
はスチレン基を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１
００、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１００の数を表す。］。
【００５９】
【化４】

［式（Ａ３）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２は炭素数１から６のアルキレン基
を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｎは３～１００の数を表す。］。
【００６０】
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【化５】

［式（Ａ４）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２は炭素数１から３０の炭化水素基
又はアシル基を表し、Ｒ３およびＲ４は同一又は異なって、炭素数１から６のアルキレン
基を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただ
し（ｍ＋ｎ）は３～１００の数を表す。］。
【００６１】

【化６】

［式（Ａ５）中のＲ１は炭化水素基、アミノ基、カルボン酸残基を表し、Ｒ２は炭素数１
から６のアルキレン基を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｎは３～１
００の整数を表す。］。
【００６２】
【化７】

［式（Ａ６）中のＲ１は炭素数１から３０の炭化水素基、Ｒ２は水素又は炭素数１から３
０の炭化水素基を表し、Ｒ３は水素又はプロペニル基を表し、Ｒ４は炭素数１から６のア
ルキレン基を表し、Ｘはアニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｎは３～１００の数を
表す。］。
【００６３】
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【化８】

［式（Ａ７）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２およびＲ４は同一又は異なって、
炭素数１から６のアルキレン基を表し、Ｒ３は炭素数１から３０の炭化水素基を表し、Ｍ
は水素、アルカリ金属、アンモニウム基、又はアルカノールアンモニウム基を表し、平均
付加モル数ｍおよびｎは０～４０、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１００の数を表す。］。
【００６４】

【化９】

［式（Ａ８）中のＲ１およびＲ５は同一又は異なって、水素又はメチル基を表し、Ｒ２お
よびＲ４は同一又は異なって、炭素数１から６のアルキレン基を表し、Ｒ３は炭素数１か
ら３０の炭化水素基を表し、Ｍは水素、アルカリ金属、アンモニウム基、又はアルカノー
ルアンモニウム基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は
３～１００の数を表す。］
【００６５】
【化１０】

［式（Ａ９）中のＲ１は炭素数１から６のアルキレン基を表し、Ｒ２は炭素数１から３０
の炭化水素基を表し、Ｍは水素、アルカリ金属、アンモニウム基、又はアルカノールアン
モニウム基を表し、平均付加モル数ｎは３～１００の数を表す。］
【００６６】

【化１１】

［式（Ａ１０）中のＲ１、Ｒ２、およびＲ３は同一又は異なって、水素又はメチル基を表
し、Ｒ４は炭素数０から３０の炭化水素基（炭素数０の場合はＲ４がないことを示す）を
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アニオン性親水基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は
３～１００の数を表す。］。
【００６７】
　上記式（Ａ１）～（Ａ６）、および（Ａ１０）中のＸは、アニオン性親水基を表す。ア
ニオン性親水基としては、下記式（ａ１）～（ａ２）で表されるものが挙げられる。
【００６８】
【化１２】

［式（ａ１）中のＭ１は水素、アルカリ金属、アンモニウム基、又はアルカノールアンモ
ニウム基を表す。］
【００６９】

【化１３】

［式（ａ２）中のＭ２およびＭ３は同一又は異なって、水素、アルカリ金属、アンモニウ
ム基、又はアルカノールアンモニウム基を表す。］
【００７０】
　前記ノニオン型反応性界面活性剤としては、たとえば、式（Ｎ１）～（Ｎ６）で表され
るものなどが挙げられる。
【００７１】
【化１４】

［式（Ｎ１）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２は炭素数１から３０の炭化水素基
又はアシル基を表し、Ｒ３およびＲ４は同一又は異なって、炭素数１から６のアルキレン
基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１００の数
を表す。］
【００７２】
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【化１５】

［式（Ｎ２）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２、Ｒ３およびＲ４は同一又は異な
って、炭素数１から６のアルキレン基を表し、平均付加モル数ｎ、ｍ、およびｌは０～１
００であって、（ｎ＋ｍ＋ｌ）が３～１００となる数を表す。］
【００７３】
【化１６】

［式（Ｎ３）中のＲ１は水素又はメチル基を表し、Ｒ２およびＲ３は同一又は異なって、
炭素数１から６のアルキレン基を表し、Ｒ４は炭素数１から３０の炭化水素基又はアシル
基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１００の数
を表す。］
【００７４】
【化１７】

［式（Ｎ４）中のＲ１およびＲ２は同一又は異なって、炭素数１から３０の炭化水素基を
表し、Ｒ３は水素又はプロペニル基を表し、Ｒ４は炭素数１から６のアルキレン基を表し
、平均付加モル数ｎは３～１００の数を表す。］
【００７５】

【化１８】
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［式（Ｎ５）中のＲ１およびＲ３は同一又は異なって、炭素数１から６のアルキレン基を
表し、Ｒ２およびＲ４は同一又は異なって、水素、炭素数１から３０の炭化水素基、又は
アシル基を表し、平均付加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１０
０の数を表す。］
【００７６】
【化１９】

［式（Ｎ６）中のＲ１、Ｒ２、およびＲ３は同一又は異なって、水素又はメチル基を表し
、Ｒ４は炭素数０から３０の炭化水素基（炭素数０の場合はＲ４がないことを示す）を表
し、Ｒ５およびＲ６は同一又は異なって、炭素数１から６のアルキレン基を表し、平均付
加モル数ｍおよびｎは０～１００、ただし（ｍ＋ｎ）は３～１００の数を表す。］
【００７７】
　また、前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーの市販品として、たとえば、ブレ
ンマーＰＭＥ－４００、ブレンマーＰＭＥ－１０００、ブレンマー５０ＰＯＥＰ－８００
Ｂ（以上、いずれも日本油脂社製）、ラテムルＰＤ－４２０、ラテムルＰＤ－４３０（以
上、いずれも花王社製）、アデカリアソープＥＲ－１０、アデカリアソープＮＥ－１０（
以上、いずれも旭電化工業社製）などが挙げられる。
【００７８】
　また、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）には、形成される粘着剤(層)の凝集力を調
整するために、必要に応じて多官能性モノマーを含有してもよい。
【００７９】
　前記多官能性モノマーとしては、たとえば、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリ
コールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタ
エリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アク
リレート、１，２－エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオ
ールジ（メタ）アクリレート、１，１２－ドデカンジオールジ（メタ）アクリレート、ト
リメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メタ）
アクリレート、アリル（メタ）アクリレート、ビニル（メタ）アクリレート、ジビニルベ
ンゼン、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート、ブ
チルジ（メタ）アクリレート、ヘキシルジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。中でも
、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレートを好適に使用することが
できる。多官能（メタ）アクリレートは、単独で又は２種以上を組み合わせて使用するこ
とができる。
【００８０】
　前記多官能性モノマーの配合量としては、その分子量や官能基数等により異なるが、(
メタ)アクリル系ポリマー（ａ）を調製するためのモノマー単位（成分）全量に対して、
０．０１～３．０質量％、好ましくは０．０２～２．０質量％であり、さらに好ましくは
０．０３～１．０質量％となるように添加する。前記多官能性モノマーの配合量が、(メ
タ)アクリル系ポリマー（ａ）を調製するためのモノマー単位（成分）全量に対して３．
０質量％を超えると、たとえば、粘着剤(層)の凝集力が高くなりすぎ、粘着力（高速剥離
力、低速剥離力）が低下する場合がある。一方、０．０１質量％未満であると、たとえば
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、粘着剤(層)の凝集力が低下し、被着体（被保護体）から剥離した際に汚染する場合があ
る。
【００８１】
　また、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）の分子量を調整するために、その重合中に
連鎖移動剤を用いることができる。使用する連鎖移動剤の例としては、オクチルメルカプ
タン、ラウリルメルカプタン、ｔ－ドデシルメルカプタン、メルカプトエタノール、α－
チオグリセロール等のメルカプト基を有する化合物；チオグリコール酸、チオグリコール
酸メチル、チオグリコール酸エチル、チオグリコール酸プロピル、チオグリコール酸ブチ
ル、チオグリコール酸ｔ－ブチル、チオグリコール酸２－エチルヘキシル、チオグリコー
ル酸オクチル、チオグリコール酸デシル、チオグリコール酸ドデシル、エチレングリコー
ルのチオグリコール酸エステル、ネオペンチルグリコールのチオグリコール酸エステル、
ペンタエリスリトールのチオグリコール酸エステル等のチオグリコール酸エステル類；α
－メチルスチレンダイマー等が挙げられる。
【００８２】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）の調製に際して、熱重合開始剤や光重合開始剤（
光開始剤）等の重合開始剤を用いた熱や紫外線による硬化反応を利用して、(メタ)アクリ
ル系ポリマーを容易に形成することができる。特に、重合時間を短くすることができる利
点等から、熱重合を好適に用いることができる。重合開始剤は単独で又は２種以上を組み
合わせて使用することができる。
【００８３】
　前記熱重合開始剤としては、たとえば、アゾ系重合開始剤（たとえば、２，２´－アゾ
ビスイソブチロニトリル、２，２´－アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２，２´－
アゾビス（２－メチルプロピオン酸）ジメチル、４，４´－アゾビス－４－シアノバレリ
アン酸、アゾビスイソバレロニトリル、２，２´－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジ
ヒドロクロライド、２，２´－アゾビス［２－（５－メチル－２－イミダゾリン－２－イ
ル）プロパン］ジヒドロクロライド、２，２´－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジ
ン）二硫酸塩、２，２´－アゾビス（Ｎ，Ｎ´－ジメチレンイソブチルアミジン）ジヒド
ロクロライド等）；過酸化物系重合開始剤（たとえば、ジベンゾイルペルオキシド、ｔ－
ブチルペルマレエート、過酸化ラウロイル等）；レドックス系重合開始剤等が挙げられる
。
【００８４】
　前記熱重合開始剤の配合量としては、特に制限されないが、たとえば、前記(メタ)アク
リル系ポリマー（ａ）を調製するモノマー単位（成分）の全量１００質量部に対して、０
．０１～５質量部が好ましく、より好ましくは０．０５～３質量部の範囲内の量で配合さ
れる。
【００８５】
　前記光重合開始剤としては、特に制限されないが、たとえば、ベンゾインエーテル系光
重合開始剤、アセトフェノン系光重合開始剤、α－ケトール系光重合開始剤、芳香族スル
ホニルクロリド系光重合開始剤、光活性オキシム系光重合開始剤、ベンゾイン系光重合開
始剤、ベンジル系光重合開始剤、ベンゾフェノン系光重合開始剤、ケタール系光重合開始
剤、チオキサントン系光重合開始剤、アシルフォスフィンオキサイド系光重合開始剤等を
用いることができる。
【００８６】
　具体的には、前記ベンゾインエーテル系光重合開始剤としては、たとえば、ベンゾイン
メチルエーテル、ベンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾイン
イソプロピルエーテル、ベンゾインイソブチルエーテル、２，２－ジメトキシ－１，２－
ジフェニルエタン－１－オン［商品名：イルガキュア６５１、ＢＡＳＦ社製］、アニソー
ルメチルエーテル等が挙げられる。アセトフェノン系光重合開始剤としては、たとえば、
１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン［商品名：イルガキュア１８４、ＢＡＳＦ
社製］、４－フェノキシジクロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェ
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ノン、１－［４－(２－ヒドロキシエトキシ)－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル
－１－プロパン－１－オン［商品名：イルガキュア２９５９、ＢＡＳＦ社製］、２－ヒド
ロキシ－２－メチル－１－フェニル－プロパン－１－オン［商品名：ダロキュア１１７３
、ＢＡＳＦ社製］、メトキシアセトフェノン等が挙げられる。α－ケトール系光重合開始
剤としては、たとえば、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン、１－［４－（２
－ヒドロキシエチル）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチルプロパン－１－オン等
が挙げられる。芳香族スルホニルクロリド系光重合開始剤としては、たとえば、２－ナフ
タレンスルホニルクロライド等が挙げられる。光活性オキシム系光重合開始剤としては、
たとえば、１－フェニル－１，１－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）－
オキシム等が挙げられる。
【００８７】
　また、前記ベンゾイン系光重合開始剤には、たとえば、ベンゾイン等が含まれる。ベン
ジル系光重合開始剤には、たとえば、ベンジル等が含まれる。ベンゾフェノン系光重合開
始剤には、たとえば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香酸、３，３´－ジメチル－４－
メトキシベンゾフェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α－ヒドロキシシクロヘキシルフ
ェニルケトン等が含まれる。ケタール系光重合開始剤には、たとえば、ベンジルジメチル
ケタール等が含まれる。チオキサントン系光重合開始剤には、たとえば、チオキサントン
、２－クロロチオキサントン、２－メチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサン
トン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン、２，４－ジエチ
ルチオキサントン、イソプロピルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサント
ン、ドデシルチオキサントン等が含まれる。
【００８８】
　前記アシルフォスフィン系光重合開始剤としては、たとえば、ビス（２，６－ジメトキ
シベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）（
２，４，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベン
ゾイル）－ｎ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－（
２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾ
イル）－（１－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメト
キシベンゾイル）－ｔ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイ
ル）シクロヘキシルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）オクチ
ルホスフィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（２－メチルプロパン－１－イ
ル）ホスフィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（１－メチルプロパン－１－
イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（２－メチルプロパ
ン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（１－メチ
ルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジブトキシベンゾイル）（
２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４－ジメトキシベンゾ
イル）（２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）（２，４－ジペントキシフェニル）ホスフィンオキシド、ビス（２，
６－ジメトキシベンゾイル）ベンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベ
ンゾイル）－２－フェニルプロピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベン
ゾイル）－２－フェニルエチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイ
ル）ベンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２－フェニ
ルプロピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２－フェニル
エチルホスフィンオキシド、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルブチルホスフィンオ
キシド、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルオクチルホスフィンオキシド、ビス(２
，４，６－トリメチルベンゾイル)－２，５－ジイソプロピルフェニルホスフィンオキシ
ド、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)－２－メチルフェニルホスフィンオキシド
、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)－４－メチルフェニルホスフィンオキシド、
ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)－２，５－ジエチルフェニルホスフィンオキシ
ド、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)－２，３，５，６－テトラメチルフェニル
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ホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，４－ジ－ｎ－ブ
トキシフェニルホスフィンオキシド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホス
フィンオキシド、ビス(２，６－ジメトキシベンゾイル)－２，４，４－トリメチルペンチ
ルホスフィンオキシド、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)イソブチルホスフィン
オキシド、２，６－ジメチトキシベンゾイル－２，４，６－トリメチルベンゾイル－n－
ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル)フェニルホスフ
ィンオキシド、ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)－２，４－ジブトキシフェニル
ホスフィンオキシド、１，１０－ビス[ビス(２，４，６－トリメチルベンゾイル)ホスフ
ィンオキシド]デカン、トリ(２－メチルベンゾイル)ホスフィンオキシド、などが挙げら
れる。
【００８９】
　前記光重合開始剤の配合量は、特に制限されないが、たとえば、前記(メタ)アクリル系
ポリマー（ａ）を調製するモノマー成分全量１００質量部に対して、０．０１～５質量部
が好ましく、より好ましくは０．０５～３質量部の範囲内の量で配合される。ここで、光
重合開始剤の配合量が０．０１質量部より少ないと、重合反応が不十分になる場合がある
。光重合開始剤の配合量が５質量部を超えると、光重合開始剤が紫外線を吸収することに
より、紫外線が粘着剤層内部まで届かなくなる場合がある。この場合、重合率の低下を生
じたり、生成するポリマーの分子量が小さくなってしまう。そして、これにより、形成さ
れる粘着剤（層）の凝集力が低くなり、粘着剤層をフィルムから剥離する際に、粘着剤層
の一部がフィルムに残り、フィルムの再利用ができなくなる場合がある。
【００９０】
　本発明において、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）は、前記モノマー成分と重合開
始剤を配合した混合物に紫外線（ＵＶ）を照射させて、モノマー成分を一部重合させた部
分重合物（(メタ)アクリル系ポリマーシロップ）として調製することもできる。前記(メ
タ)アクリル系ポリマーシロップに、後述するポリマー（Ｂ）を配合して粘着剤組成物を
調製し、この粘着剤組成物を所定の被塗布体(基材フィルムなど)に塗布し、紫外線を照射
させて重合を完結させることもできる。
【００９１】
　前記ポリマー（Ａ）（特に(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））を得る方法は特に限定さ
れず、溶液重合、乳化重合、塊状重合、懸濁重合、放射線硬化重合等のポリマー（Ａ）（
特に(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））の合成手法として一般的に用いられる各種の重合
方法を適用して該ポリマーを得ることができる。本発明の粘着シートを後述する表面保護
シートとして用いる場合、粘着シートの生産性の観点から、溶液重合、乳化重合を好適に
用いることができる。また、得られるポリマーは、ランダム共重合体、ブロック共重合体
、交互共重合体、グラフト共重合体などいずれでもよい。
【００９２】
［ポリマー（Ｂ）］
　ポリマー（Ｂ）は、反応性イオン液体をモノマー単位として含み、固有粘度（ｄＬ／ｇ
）が、０．０１以上０．５未満であることを特徴とするポリマーであり、本発明の粘着剤
組成物においては、帯電防止成分として機能する。反応性イオン液体をモノマー単位とし
て含むポリマーであれば、特に限定されないが、透明性が高い(メタ)アクリル系ポリマー
が好適である。
【００９３】
　前記ポリマー（Ｂ）の固有粘度（ｄＬ／ｇ）は、０．０１以上０．５未満であり、好ま
しくは、０．０１５以上０．４９未満であり、更に好ましくは、０．０２以上０．４８未
満である。ポリマー（Ｂ）の固有粘度が前記範囲内にあると、前記ポリマー（Ａ）への適
度な相溶性を発現し、透明性の高い粘着剤組成物(粘着剤層、粘着シート)が得られ、好ま
しい態様となる。また、特定範囲の固有粘度を有する前記ポリマー（Ｂ）を含有する粘着
剤組成物を用いて形成される粘着剤(粘着剤層、粘着シート)は、高速剥離時における粘着
力が小さく、浮きや剥がれといった問題を生じない程度に低速剥離時の粘着力を十分に高
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くすることができる。その理由として、固有粘度を一定の範囲内とした反応性イオン液体
をモノマー単位として含有するポリマー（Ｂ）が、ポリマー（Ａ）に適度に相溶しつつ、
粘着剤表層に偏在することで、帯電防止性を発現し、かつ、高速剥離時の粘着力上昇を抑
制しているためと推測される。なお、前記固有粘度は、ＪＩＳ-Ｋ７３６７-１に準拠した
方法に基づき測定された値である。
【００９４】
　本発明のポリマー（Ｂ）は、モノマー単位（成分）として、反応性イオン液体を必須成
分として含有する。なお、本発明における「反応性イオン液体」とは、重合性(反応性の
二重結合)を有する官能基をイオン液体を構成するカチオン部、及び／又は、アニオン部
（いずれか、又は両方）に有するイオン液体であり、０～１５０℃の範囲内のいずれかで
液体(液状)であり、かつ、不揮発性の溶融塩で、透明性を有するものを意味する。なお、
前記重合性を有する官能基としては、例えば、ビニル基、アリル基、（メタ）アクリロイ
ル基等があげられる。中でも、共重合性の観点から、（メタ）アクリロイル基、ビニル基
が好ましく、特に好ましくは（メタ）アクリロイル基である。
【００９５】
　前記反応性イオン液体のカチオン部としては、特に制限なく使用できるが、第４級アン
モニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、ピリジニウムカチオン、ピペリニジニウム
カチオン、ピロリジニウムカチオン、第４級ホスホニウムカチオン、トリアルキルスルホ
ニウムカチオン、ピロールカチオン、ピラゾリウムカチオン、グアニジウムカチオン等が
あげられ、中でも、第４級アンモニウムカチオン、イミダゾリウムカチオン、ピリジニウ
ムカチオン、ピペリニジニウムカチオン、ピロリジニウムカチオン、第４級ホスホニウム
カチオン、トリアルキルスルホニウムカチオンを使用することがより好ましい
【００９６】
　また、前記反応性イオン液体を構成するアニオン部の内、前記アニオンとしては、ＳＣ
Ｎ－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、ＮＯ３

－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、ＣＨ３ＳＯ３
－、ＣＦ３ＳＯ３

－、（ＦＳＯ２）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）

３Ｃ－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－、ＮｂＦ６
－、ＴａＦ６

－、Ｆ（ＨＦ）ｎ
－、（ＣＮ）

２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３
－、（Ｃ２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３Ｓ

Ｏ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、Ｂ（ＣＮ）４
－、Ｃ（ＣＮ）３

－、Ｎ（ＣＮ）２
－、ＣＨ３

ＯＳＯ３
－、Ｃ２Ｈ５ＯＳＯ３

－、Ｃ４Ｈ９ＯＳＯ３
－、Ｃ６Ｈ１３ＯＳＯ３

－、Ｃ８Ｈ

１７ＯＳＯ３
－、ｐ－トルエンスルホネートアニオン、２－(２－メトキシエチル)エチル

サルフェートアニオン、（Ｃ２Ｆ５）３ＰＦ３
－などが挙げられ、特に、フッ素原子を含

むアニオン成分（含フッ素系アニオン）は、低融点のイオン液体を得られ、帯電防止性に
優れる点で好ましい。なお、アニオンとして、塩素イオン、臭素イオンなどは、腐食性を
有する点で、使用しないことが好ましい。
【００９７】
　前記反応性イオン液体としては、上記カチオン部、アニオン部の組み合わせから適宜選
択して用いられるものであるが、具体的には、下記に示す各種イオン液体があげられる。
【００９８】
　イミダゾリウムカチオン系イオン液体としては、
　１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムテトラフルオロボレート、１－アルキル－３
－ビニルイミダゾリウムトリフルオロアセテート、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリ
ウムヘプタフルオロブチレート、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムトリフルオロ
メタンスルホネート、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムペルフルオロブタンスル
ホネート、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムビス（ペンタフルオロエタンスル
ホニル）イミド、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムトリス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムヘキサフルオロホスフェ
ート、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリ
フルオロアセトアミド、１－アルキル－３－ビニルイミダゾリウムジシアンアミド、１－
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アルキル－３－ビニルイミダゾリウムチオシアネート、等の１－アルキル－３－ビニルイ
ミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　１，２－ジアルキル－３－ビニルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）イミド、
１，２－ジアルキル－３－ビニルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、１，２－ジアルキル－３－ビニルイミダゾリウムジシアンアミド、１，２－ジア
ルキル－３－ビニルイミダゾリウムチオシアネート、等の１，２－ジアルキル－３－ビニ
ルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　２－アルキル－１，３－ジビニルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）イミド、
２－アルキル－１，３－ジビニルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）
イミド、２－アルキル－１，３－ジビニルイミダゾリウムジシアンアミド、２－アルキル
－１，３－ジビニルイミダゾリウムチオシアネート、等の２－アルキル－１，３－ジビニ
ルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　１－ビニルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）イミド、１－ビニルイミダゾリ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－ビニルイミダゾリウムジシアン
アミド、１－ビニルイミダゾリウムチオシアネート、等の１－ビニルイミダゾリウムカチ
オン含有イオン液体、
　１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムテトラフルオ
ロボレート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムト
リフルオロアセテート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダ
ゾリウムヘプタフルオロブチレート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシア
ルキルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－アルキル－３－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルイミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート、１－アルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾ
リウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－アルキル－３－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルイミダゾリウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムヘキサフル
オロホスフェート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリ
ウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－アルキル－３－
（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、１－アルキル－３
－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムチオシアネート、等の１－アルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムテトラフルオ
ロボレート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムト
リフルオロアセテート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダ
ゾリウムヘプタフルオロブチレート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノア
ルキルイミダゾリウムトリフルオロメタンスルホネート、１－アルキル－３－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルイミダゾリウムペルフルオロブタンスルホネート、１－アルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾ
リウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、１－アルキル－３－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルイミダゾリウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムヘキサフル
オロホスフェート、１－アルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリ
ウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、１－アルキル－３－
（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、１－アルキル－３
－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムチオシアネート、等の１－アルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムビス（
フルオロスルホニル）イミド、１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシア
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ルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，２－ジアルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、１，２－
ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムチオシアネート、
等の１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムカチ
オン含有イオン液体、
　１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムビス（
フルオロスルホニル）イミド、１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノア
ルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１，２－ジアルキ
ル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、１，２－
ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムチオシアネート、
等の１，２－ジアルキル－３－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムカチ
オン含有イオン液体、
　２－アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムビス（
フルオロスルホニル）イミド、２－アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシア
ルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、２－アルキル－１
，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、２－アル
キル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシイミダゾリウムチオシアネート、等の２－
アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムカチオン含有
イオン液体、
　２－アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムビス（
フルオロスルホニル）イミド、２－アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルアミノア
ルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、２－アルキル－１
，３－ジ（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムジシアンアミド、２－アル
キル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルアミノイミダゾリウムチオシアネート、等の２－
アルキル－１，３－ジ（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムカチオン含有
イオン液体、
　１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）
イミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメ
タンスルホニル）イミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムジシ
アンアミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムチオシアネート、
等の１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
　１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）
イミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムビス（トリフルオロメ
タンスルホニル）イミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムジシ
アンアミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムチオシアネート、
等の１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルイミダゾリウムカチオン含有イオン液体、
があげられる。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【００９９】
　ピリジニウムカチオン系イオン液体としては、
　１－ビニルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、１－ビニルピリジニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－ビニルピリジニウムジシアンアミド
、１－ビニルピリジニウムチオシアネート、等の１－ビニルピリジニウムカチオン含有イ
オン液体、
　１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イ
ミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムジシアンア
ミド、１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムチオシアネート、等の１－
（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
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　１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イ
ミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムビス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムジシアンア
ミド、１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムチオシアネート、等の１－
（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　２－アルキル－１－ビニルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、２－アル
キル－１－ビニルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、２－アル
キル－１－ビニルピリジニウムジシアンアミド、２－アルキル－１－ビニルピリジニウム
チオシアネート、等の２－アルキル－１－ビニルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　２－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムジシアンアミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムチオシアネート、等の２－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　２－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルアミノアルキルピリジニウムジシアンアミド、２－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルアミノアルキルピリジニウムチオシアネート、等の２－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　３－アルキル－１－ビニルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、３－アル
キル－１－ビニルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、３－アル
キル－１－ビニルピリジニウムジシアンアミド、３－アルキル－１－ビニルピリジニウム
チオシアネート、等の３－アルキル－１－ビニルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　３－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムジシアンアミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムチオシアネート、等の３－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　３－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルアミノアルキルピリジニウムジシアンアミド、３－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルアミノアルキルピリジニウムチオシアネート、等の３－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　４－アルキル－１－ビニルピリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、４－アル
キル－１－ビニルピリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、４－アル
キル－１－ビニルピリジニウムジシアンアミド、４－アルキル－１－ビニルピリジニウム
チオシアネート、等の４－アルキル－１－ビニルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　４－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムジシアンアミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルオキシアルキルピリジニウムチオシアネート、等の４－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、
　４－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニウムビス（フルオロ
スルホニル）イミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピリジニ
ウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリ
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ロイルアミノアルキルピリジニウムジシアンアミド、４－アルキル－１－（メタ）アクリ
ロイルアミノアルキルピリジニウムチオシアネート、等の４－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルピリジニウムカチオン含有イオン液体、があげられる。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１００】
　ピペリニジニウムカチオン系イオン液体としては、
　１－アルキル－１－ビニルアルキルピペリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド
、１－アルキル－１－ビニルアルキルピペリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１－アルキル－１－ビニルアルキルピペリジニウムジシアンアミド、１－ア
ルキル－１－ビニルアルキルピペリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－ビ
ニルアルキルピペリジニウムカチオン含有イオン液体、
　１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピペリジニウムビス（フルオ
ロスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピペリ
ジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルピペリジニウムジシアンアミド、１－アルキル－１－（メタ）
アクリロイルオキシアルキルピペリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－（
メタ）アクリロイルオキシアルキルピペリジニウムカチオン含有イオン液体、
　１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピペリジニウムビス（フルオ
ロスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピペリ
ジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルピペリジニウムジシアンアミド、１－アルキル－１－（メタ）
アクリロイルアミノアルキルピペリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－（
メタ）アクリロイルアミノアルキルピペリジニウムカチオン含有イオン液体、があげられ
る。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１０１】
　ピロリジニウムカチオン系イオン液体としては、
　１－アルキル－１－ビニルアルキルピロリジニウムビス（フルオロスルホニル）イミド
、１－アルキル－１－ビニルアルキルピロリジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニ
ル）イミド、１－アルキル－１－ビニルアルキルピロリジニウムジシアンアミド、１－ア
ルキル－１－ビニルアルキルピロリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－ビ
ニルアルキルピロリジニウムカチオン含有イオン液体、
　１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピロリジニウムビス（フルオ
ロスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルオキシアルキルピロリ
ジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルピロリジニウムジシアンアミド、１－アルキル－１－（メタ）
アクリロイルオキシアルキルピロリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－（
メタ）アクリロイルオキシアルキルピロリジニウムカチオン含有イオン液体、
　１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピロリジニウムビス（フルオ
ロスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）アクリロイルアミノアルキルピロリ
ジニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、１－アルキル－１－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルピロリジニウムジシアンアミド、１－アルキル－１－（メタ）
アクリロイルアミノアルキルピロリジニウムチオシアネート、等の１－アルキル－１－（
メタ）アクリロイルアミノアルキルピロリジニウムカチオン含有イオン液体、があげられ
る。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１０２】
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　トリアルキルスルホニウムカチオン系イオン液体としては、
　ジアルキル（ビニル）スルホニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、ジアルキル（
ビニル）スルホニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアルキル（ビニ
ル）スルホニウムジシアンアミド、ジアルキル（ビニル）スルホニウムチオシアネート、
等のジアルキル（ビニル）スルホニウムカチオン含有イオン液体、
　ジアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキル）スルホニウムビス（フルオロスル
ホニル）イミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキル）スルホニウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルオキシア
ルキル）スルホニウムジシアンアミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキ
ル）スルホニウムチオシアネート、等のジアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキ
ル）スルホニウムカチオン含有イオン液体、
　ジアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキル）スルホニウムビス（フルオロスル
ホニル）イミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキル）スルホニウムビス
（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルアミノア
ルキル）スルホニウムジシアンアミド、ジアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキ
ル）スルホニウムチオシアネート、等のジアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキ
ル）スルホニウムカチオン含有イオン液体、があげられる。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１０３】
　第４級ホスホニウムカチオン系イオン液体としては、
　トリアルキル（ビニル）ホスホニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、トリアルキ
ル（ビニル）ホスホニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリアルキル
（ビニル）ホスホニウムジシアンアミド、トリアルキル（ビニル）ホスホニウムチオシア
ネート、等のトリアルキル（ビニル）ホスホニウムカチオン含有イオン液体、
　トリアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキル）ホスホニウムビス（フルオロス
ルホニル）イミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルオキシアルキル）ホスホニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルオ
キシアルキル）ホスホニウムジシアンアミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルオキ
シアルキル）ホスホニウムチオシアネート、等のトリアルキル（（メタ）アクリロイルオ
キシアルキル）ホスホニウムカチオン含有イオン液体、
　トリアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキル）ホスホニウムビス（フルオロス
ルホニル）イミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルアミノアルキル）ホスホニウム
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルア
ミノアルキル）ホスホニウムジシアンアミド、トリアルキル（（メタ）アクリロイルアミ
ノアルキル）ホスホニウムチオシアネート、等のトリアルキル（（メタ）アクリロイルア
ミノアルキル）ホスホニウムカチオン含有イオン液体、があげられる。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１０４】
　また、第４級アンモニウムカチオン系イオン液体としては、
　Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムテトラフルオロボレート、Ｎ，Ｎ
，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムトリフルオロアセテート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－ト
リアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムヘプタフルオロブチレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアル
キル－Ｎ－ビニルアンモニウムトリフルオロメタンスルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアル
キル－Ｎ－ビニルアンモニウムペルフルオロブタンスルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアル
キル－Ｎ－ビニルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，
Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムビス（ペンタフルオロエタンスルホニル）イ
ミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムトリス（トリフルオロメタン
スルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムヘキサフルオ
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ロホスフェート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウム（トリフルオロメ
タンスルホニル）トリフルオロアセトアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルア
ンモニウムジシアンアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムチオシ
アネート、等のＮ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－ビニルアンモニウムカチオン含有イオン
液体、
　Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアンモニウムテ
トラフルオロボレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシア
ルキルアンモニウムトリフルオロアセテート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）
アクリロイルオキシアルキルアンモニウムヘプタフルオロブチレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ
アルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアンモニウムトリフルオロメタンス
ルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアン
モニウムペルフルオロブタンスルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）ア
クリロイルオキシアルキルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアンモニウムビス
（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）
アクリロイルオキシアルキルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアンモニウム
ヘキサフルオロホスフェート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオ
キシアルキルアンモニウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド
、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルアンモニウムジ
シアンアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシアルキルア
ンモニウムチオシアネート、等のＮ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイル
オキシアルキルアンモニウムカチオン含有イオン液体、
　Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアンモニウムテ
トラフルオロボレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノア
ルキルアンモニウムトリフルオロアセテート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）
アクリロイルアミノアルキルアンモニウムヘプタフルオロブチレート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリ
アルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアンモニウムトリフルオロメタンス
ルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアン
モニウムペルフルオロブタンスルホネート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）ア
クリロイルアミノアルキルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、
Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアンモニウムビス
（ペンタフルオロエタンスルホニル）イミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）
アクリロイルアミノアルキルアンモニウムトリス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアンモニウム
ヘキサフルオロホスフェート、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルア
ミノアルキルアンモニウム（トリフルオロメタンスルホニル）トリフルオロアセトアミド
、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルアンモニウムジ
シアンアミド、Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイルアミノアルキルア
ンモニウムチオシアネート、等のＮ，Ｎ，Ｎ－トリアルキル－Ｎ－（メタ）アクリロイル
アミノアルキルアンモニウムカチオン含有イオン液体、があげられる。
　なお、前記アルキル置換基としては、炭素数１～１６のアルキル基であることが好まし
く、特に好ましくは炭素数１～１２、更に好ましくは炭素数１～６である。
【０１０５】
　更に、前記反応性イオン液体としては、特に制限なく使用することができるが、下記一
般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオン液体であることが、より好まし
い。下記一般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオン液体をモノマー単位
として含むポリマー（Ｂ）は、ポリマー（Ａ）に適度に相溶し、帯電防止性と高速剥離力
の上昇を抑制できる点でより好ましい。また、前記反応性イオン液体は、０～１５０℃の
範囲内のいずれかで液体(液状)であり、かつ、不揮発性の溶融塩で、透明性を有するため
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、得られる粘着剤背組成物は、帯電防止性（高導電性）、耐熱性（熱的安定性）、透明性
、及び低汚染性を満足でき、有用である。
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＯＺＸ＋　Ｙ－　　　　（１）
　　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）ＣＯＮＨＺＸ＋　Ｙ－　　　（２）
【０１０６】
　なお、前記式（１）及び(２)中、Ｒ１は、水素原子又はメチル基であり、Ｘ＋は、カチ
オン部、Ｙ－は、アニオンである。Ｚは、炭素数１～３のアルキレン基を表す。
【０１０７】
　前記一般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオン液体を構成するカチオ
ン部（Ｘ＋）としては、第４級アンモニウム基、イミダゾリウム基、ピリジニウム基、ピ
ペリニジニウム基、ピロリジニウム基、ピロール基、第４級ホスホニウム基、トリアルキ
ルスルホニウム基、ピラゾリウム基、グアニジウム基などが挙げられる。これらの中でも
、特に、第４級アンモニウム基であることが、透明性に優れ、電子・光学用途に好ましい
態様となる。また、第４級アンモニウム基は、分子内に重合性官能基以外の不飽和結合を
有しておらず、紫外線（ＵＶ）硬化の際に、一般的なラジカル重合反応を阻害しにくく、
硬化性が高いことが推測され、粘着剤層を形成するのに好適である。
【０１０８】
　前記第４級アンモニウム基としては、具体的に、トリメチルアンモニウム基、トリエチ
ルアンモニウム基、トリプロピルアンモニウム基、メチルジエチルアンモニウム基、エチ
ルジメチルアンモニウム基、メチルジプロピルアンモニウム基、ジメチルベンジルアンモ
ニウム基、ジエチルベンジルアンモニウム基、メチルジベンジルアンモニウム基、エチル
ジベンジルアンモニウム基等が挙げられるが、中でも特に、トリメチルアンモニウム基、
メチルベンジルアンモニウム基が安価な工業材料を入手し易い点で、好ましい態様となる
。
【０１０９】
　また、前記一般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオン液体を構成する
アニオン(部位)(Ｙ－)内、前記アニオンとしては、ＳＣＮ－、ＢＦ４

－、ＰＦ６
－、ＮＯ

３
－、ＣＨ３ＣＯＯ－、ＣＦ３ＣＯＯ－、ＣＨ３ＳＯ３

－、ＣＦ３ＳＯ３
－、（ＦＳＯ２

）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）２Ｎ－、（ＣＦ３ＳＯ２）３Ｃ－、ＡｓＦ６
－、ＳｂＦ６

－

、ＮｂＦ６
－、ＴａＦ６

－、Ｆ（ＨＦ）ｎ
－、（ＣＮ）２Ｎ－、Ｃ４Ｆ９ＳＯ３

－、（Ｃ

２Ｆ５ＳＯ２）２Ｎ－、Ｃ３Ｆ７ＣＯＯ－、（ＣＦ３ＳＯ２）（ＣＦ３ＣＯ）Ｎ－、Ｂ（
ＣＮ）４

－、Ｃ（ＣＮ）３
－、Ｎ（ＣＮ）２

－、ＣＨ３ＯＳＯ３
－、Ｃ２Ｈ５ＯＳＯ３

－

、Ｃ４Ｈ９ＯＳＯ３
－、Ｃ６Ｈ１３ＯＳＯ３

－、Ｃ８Ｈ１７ＯＳＯ３
－、ｐ－トルエンス

ルホネートアニオン、２－(２－メトキシエチル)エチルサルフェートアニオン、（Ｃ２Ｆ

５）３ＰＦ３
－などが挙げられ、特に、フッ素原子を含むアニオン成分(含フッ素系アニ

オン)は、低融点のイオン液体を得られ、帯電防止性に優れる点で好ましい。なお、アニ
オンとして、塩素イオン、臭素イオンなどは、腐食性を有する点で、使用しないことが好
ましい。
【０１１０】
　前記一般式（１）、及び／又は、（２）で示される反応性イオン液体を構成する前記カ
チオン（部位）とアニオン（部位）との組み合わせとして、特に好ましいのは、アクリロ
イルアミノプロピルトリメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミ
ド、メタクリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンス
ルホニル）イミド、アクリロイルアミノプロピルジメチルベンジルアンモニウムビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミド、アクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、アクリロイルオキシエチルジメチルベ
ンジルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、メタクリロイルオキ
シエチルトリメチルアンモニウムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド、アクリ
ロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、メタ
クリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムビス（フルオロスルホニル）イミド、
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アクリロイルアミノプロピルジメチルベンジルアンモニウムビス（フルオロスルホニル）
イミド、アクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムビス（フルオロスルホニル）
イミド、アクリロイルオキシエチルジメチルベンジルアンモニウムビス（フルオロスルホ
ニル）イミド、メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムビス（フルオロスル
ホニル）イミド、アクリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムトリフルオロメタ
ンスルホン酸、メタクリロイルアミノプロピルトリメチルアンモニウムトリフルオロメタ
ンスルホン酸、アクリロイルアミノプロピルジメチルベンジルアンモニウムトリフルオロ
メタンスルホン酸、アクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムトリフルオロメタ
ンスルホン酸、アクリロイルオキシエチルジメチルベンジルアンモニウムトリフルオロメ
タンスルホン酸、メタクリロイルオキシエチルトリメチルアンモニウムトリフルオロメタ
ンスルホン酸などである。
【０１１１】
　前記(メタ)アクリル系ポリマーの全構成単位（全モノマー単位（成分）：１００質量％
）中、前記反応性イオン液体は、１０～９９質量％含有することが好ましく、１５～９８
質量％含有するものがより好ましく、２０～９７質量％含有するものが特に好ましい。前
記反応性イオン液体の配合割合が、前記範囲内にあると、優れた帯電防止性、透明性、耐
熱性(熱的安定性)、及び、低汚染性を発揮できる観点から好ましい。
【０１１２】
　反応性イオン液体の一般的な合成方法としては、目的とするイオン液体が得られれば、
特に限定されないが、文献“イオン液体－開発の最前線と未来－”[（株）シーエムシー
出版発行]、文献“Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏｌ．５２，Ｐ．１４６９－１４８２（２０１１
）”、文献“最先端材料システムＯｎｅ　Ｐｏｉｎｔ２　イオン液体”[（株）共立出版
発行]に記載されているような、４級化・イオン交換法、直接４級化法、炭酸エステル４
級化法、水酸化物法、酸エステル法、錯形成法、および中和法などが用いられる。
【０１１３】
［(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）］
　以下に、前記ポリマー（Ｂ）の好適な具体例である(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）に
ついて詳述する。
【０１１４】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）としては、(メタ)アクリル酸アルキルエステルを
使用することができ、炭素数１～１４であるアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アル
キルエステルを使用することが、より好ましい態様である。前記（メタ）アクリル酸アル
キルエステルとしては、１種または２種以上を使用することができる。
【０１１５】
　前記炭素数１～１４のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルの具体
例としては、たとえば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ
－ブチル（メタ）アクリレート、ｓ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）
アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、へキシル（メタ）アクリレート、２－
エチルヘキシル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（メタ）アクリレート、イソオクチ
ル（メタ）アクリレート、ｎ－ノニル（メタ）アクリレート、イソノニル（メタ）アクリ
レート、ｎ－デシル（メタ）アクリレート、イソデシル（メタ）アクリレート、ｎ－ドデ
シル（メタ）アクリレート、ｎ－トリデシル（メタ）アクリレート、ｎ－テトラデシル（
メタ）アクリレートなどがあげられる。
【０１１６】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）の全構成単位（全モノマー単位（成分）：１００
質量％）中、前記（メタ）アクリル酸アルキルエステルをモノマー単位（成分）として、
０～９０質量％含有するものが好ましく、３０～８５質量％含有するものがより好ましく
、５０～８０質量％が更に好ましい。前記モノマー単位(成分)が前記範囲内にあると、ポ
リマー（Ａ）との相溶性を得る観点から好ましい。
【０１１７】
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　また、前記(メタ)アクリル酸アルキルエステル以外のその他の重合性モノマーとしては
、凝集力、架橋性等の改質を目的として、必要に応じて、前記（メタ）アクリル酸アルキ
ルエステルと共重合可能な、その他の重合性を有するモノマー単位（成分）（共重合性モ
ノマー）を含んでいてもよい。
【０１１８】
　前記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）が、前記共重合性モノマーとしては、ポリオキシ
アルキレン骨格を有するモノマーを含有することが好ましく、前記ポリオキシアルキレン
骨格を有するモノマーが、オキシアルキレン単位の平均付加モル数が、３～１００である
アルキレンオキシド基含有反応性モノマーであることをが、より好ましい。前記(メタ)ア
クリル系ポリマー（ｂ）が、ポリオキシアルキレン骨格を有するモノマーを含有すること
により、反応性イオン液体のイオン伝導性が向上するため、好ましい。
【０１１９】
　また、前記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ）の全構成単位（全モノマー単位（成分）：
１００質量％）中、オキシアルキレン単位の平均付加モル数が３～１００であるアルキレ
ンオキシド基含有反応性モノマーを１～８０質量％を含有するものが好ましく、２～５０
質量％含有するものがより好ましい。前記モノマー単位(成分)が前記範囲内にあると、反
応性イオン液体のイオン伝導性が向上するため好ましい。
【０１２０】
　前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーへのオキシアルキレン単位の平均付加モ
ル数としては、ポリマー（Ａ）との相溶性の観点から、３～１００であることが好ましく
、４～８０であることがより好ましく、５～５０であることが特に好ましい。上記平均付
加モル数が３以上の場合、被着体（被保護体）の汚染低減効果が効率よく得られる傾向が
ある。また、上記平均付加モル数が１００より大きい場合、ポリマー（Ａ）との相互作用
が大きく、粘着剤組成物がゲル状となって塗工が困難となる傾向があるため好ましくない
。なお、オキシアルキレン鎖の末端は、水酸基のままや、他の官能基などで置換されてい
てもよい。
【０１２１】
　前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマーとしては、上述したポリマー（Ａ）（(
メタ)アクリル系ポリマー（ａ））において詳述したものと同様のモノマーを使用するこ
とができる。
【０１２２】
　また、前記アルキレンオキシド基含有反応性モノマー以外の、前記その他の重合性を有
するモノマー単位（共重合性モノマー）のとしては、上述したポリマー（Ａ）（(メタ)ア
クリル系ポリマー（ａ））において詳述したものと同様のモノマー（カルボキシル基含有
モノマーや水酸基含有モノマー、多官能性モノマーなど）を使用することができる。なお
、前記共重合性モノマーの配合量としては、特に制限されないが、前記(メタ)アクリル系
ポリマー（ｂ）を調製するためのモノマー単位（成分）全量に対して、前記共重合性モノ
マーを０．１～５０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～４０質量％、さらに好ま
しくは１～３０質量％である。前記共重合性モノマーを０．１質量％以上含有することで
、粘着剤組成物で形成された粘着剤（粘着剤層、粘着シート）の凝集力の低下を防ぎ、被
着体から剥離した際の汚染を防ぐことができる。また、共重合性モノマーの配合量を５０
質量％以下とすることで、ポリマー（Ａ）への相溶性の低下を防ぎ、高速粘着力の上昇を
抑制することができる。
【０１２３】
　本発明に用いられる反応性イオン液体をモノマー単位（成分）として含むポリマー（Ｂ
）（(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ））の重合方法は、特に制限されるものではなく、上
述したポリマー（Ａ）（(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））において詳述したものと同様
方法を使用することができる。また、得られるポリマーにおいても、上述したポリマー（
Ａ）（(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））と同様、は、ランダム共重合体、ブロック共重
合体、交互共重合体、グラフト共重合体などいずれでもよい。また、重合時に使用する重
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合開始剤については、上述したポリマー（Ａ）（(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））にお
いて詳述したものと同様のものを使用することができる。
【０１２４】
　また、前記ポリマー（Ｂ）（(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ））の固有粘度を調整する
ために、上述したポリマー（Ａ）（(メタ)アクリル系ポリマー（ａ））において詳述した
連鎖移動剤と同様のものを使用できる。
【０１２５】
　前記連鎖移動剤の配合量としては、特に制限されないが、通常、モノマー１００質量部
に対して、連鎖移動剤を０．１～２０質量部が好ましく、より好ましくは０．２～１５質
量部、さらに好ましくは０．３～１０質量部含有する。このように連鎖移動剤の配合量を
調整することで、所望の固有粘度を有するポリマー（Ｂ）（(メタ)アクリル系ポリマー（
ｂ））を得ることができる。なお、連鎖移動剤は単独で又は２種以上を組み合わせて使用
することができる。
【０１２６】
［粘着剤組成物］
　本発明の粘着剤組成物は、上述したポリマー（Ａ）、ポリマー（Ｂ）を必須成分として
含有する。
【０１２７】
　前記ポリマー（Ｂ）の配合量は、前記ポリマー（Ａ）１００質量部に対して、０．０５
～３０質量部が好ましく、より好ましくは０．１～２５質量部であり、更に好ましくは０
．５～２０質量部、特に好ましくは２．５～１５質量部である。前記ポリマー（Ｂ）を３
０質量部を超えて配合（添加）すると、本発明の粘着剤組成物で形成した粘着剤層の凝集
力が低下し、被着体への汚染が生じる可能性があるため、好ましくない。また、前記ポリ
マー（Ｂ）の配合量が０．０５質量部より少ない場合は、帯電防止性が十分ではない。
【０１２８】
[架橋剤]
　前記粘着剤層を形成する際に使用される架橋剤としては、イソシアネート化合物、エポ
キシ化合物、メラミン系樹脂、アジリジン誘導体、オキサゾリン架橋剤、シリコーン架橋
剤、シラン架橋剤、および金属キレート化合物などが用いられる。なかでも、主に適度な
凝集力を得る観点から、イソシアネート化合物やエポキシ化合物がより好ましく用いられ
、特に好ましくはイソシアネート化合物(イソシアネート系架橋剤)である。これらの化合
物は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１２９】
　前記イソシアネ－ト化合物(イソシアネート系架橋剤)としては、たとえば、ブチレンジ
イソシアネ－ト、ヘキサメチレンジイソシアネ－トなどの低級脂肪族ポリイソシアネ－ト
類、シクロペンチレンジイソシアネ－ト、シクロヘキシレンジイソシアネ－ト、イソホロ
ンジイソシアネ－トなどの脂環族イソシアネ－ト類、２，４－トリレンジイソシアネ－ト
、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネ－ト、キシリレンジイソシアネ－トなどの芳
香族イソシアネ－ト類、トリメチロ－ルプロパン／トリレンジイソシアネ－ト３量体付加
物（商品名コロネ－トＬ、日本ポリウレタン工業社製）、トリメチロ－ルプロパン／ヘキ
サメチレンジイソシアネ－ト３量体付加物（商品名コロネ－トＨＬ、日本ポリウレタン工
業社製）、ヘキサメチレンジイソシアネートのイソシアヌレート体（商品名コロネートＨ
Ｘ、日本ポリウレタン工業社製）などのイソシアネ－ト付加物などがあげられる。または
、１分子中に少なくとも１つ以上のイソシアネート基と、１つ以上の不飽和結合を有する
化合物、具体的には、２－イソシアナートエチル（メタ）アクリレートなどもイソシアネ
ート系架橋剤として使用することができる。これらの化合物は単独で使用してもよく、ま
た２種以上を混合して使用してもよい。
【０１３０】
　前記エポキシ化合物としては、たとえば、ビスフェノールＡ、エピクロルヒドリン型の
エポキシ系樹脂、エチレングリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエ
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ーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、１,６
－ヘキサンジオールグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテ
ル、ジグリシジルアニリン、ジアミングリシジルアミン、Ｎ,Ｎ,Ｎ’,Ｎ’－テトラグリ
シジル－ｍ－キシレンジアミン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｘ、三菱瓦斯化学社製）や１，３
－ビス（Ｎ,Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン（商品名ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ
、三菱瓦斯化学社製）などがあげられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また
２種以上を混合して使用してもよい。
【０１３１】
　前記メラミン系樹脂としては、ヘキサメチロールメラミンなどがあげられる。また、前
記アジリジン誘導体としては、たとえば、市販品としての商品名ＨＤＵ（相互薬工社製）
、商品名ＴＡＺＭ（相互薬工社製）、商品名ＴＡＺＯ（相互薬工社製）などがあげられる
。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１３２】
　前記金属キレート化合物としては、金属成分としてアルミニウム、鉄、スズ、チタン、
ニッケルなど、キレート成分としてアセチレン、アセト酢酸メチル、乳酸エチルなどがあ
げられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用しても
よい。
【０１３３】
　前記架橋剤の含有量は、前記ポリマー（Ａ）１００質量部に対して、０．０１～３０質
量部含有されていることが好ましく、０．１～２０質量部含有されていることがより好ま
しく、０．５～１５質量部含有されていることがさらに好ましく、０．５～１０質量部含
有されていることが特に好ましい。含有量が０．０１質量部よりも少ない場合、架橋剤に
よる架橋形成が不十分となり、粘着剤(層)の凝集力が小さくなって、十分な耐熱性が得ら
れない場合がある。一方、含有量が３０質量部を超える場合、短時間で架橋反応が進行す
ることにより粘着剤組成物中にゲル状異物が生成し、外観不良の原因となる傾向がある。
【０１３４】
　さらに、上述したいずれかの架橋反応をより効果的に進行させるための架橋触媒を含有
させることができる。かかる架橋触媒として、例えば、スズ系触媒（特にジラウリン酸ジ
オクチルスズ）を好ましく用いることができる。架橋触媒（例えばジラウリン酸ジオクチ
ルスズ等のスズ系触媒）の配合量は特に制限されないが、例えば、ポリマー（Ａ）１００
質量部に対して、およそ０．００５～１質量部とすることができる。
【０１３５】
　また、本発明において、架橋剤として、放射線反応性不飽和結合を２個以上有する多官
能モノマーを添加することができる。かかる場合には、放射線などを照射することにより
粘着剤組成物を架橋させる。一分子中に放射線反応性不飽和結合を２個以上有する多官能
モノマーとしては、たとえば、ビニル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニルベ
ンジル基などの放射線の照射で架橋処理（硬化）することができる１種または２種以上の
放射線反応性基を２個以上有する多官能モノマー成分があげられる。また、前記多官能モ
ノマーとしては、一般的には放射線反応性不飽和結合が１０個以下のものが好適に用いら
れる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい
。
【０１３６】
　前記放射線反応性不飽和結合を２個以上有する多官能モノマーの具体例としては、たと
えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、テトラエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコー
ルジ（メタ）アクリレート、１，６ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレ
ート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジビニルベンゼン、Ｎ，Ｎ
’－メチレンビスアクリルアミドなどがあげられる。
【０１３７】
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　前記多官能モノマーの配合量は、架橋すべき前記ポリマー（Ａ）とのバランスにより、
適宜選択される。十分な耐熱性を得るには、一般的には、前記ポリマー（Ａ）１００質量
部に対して、０．１～３０質量部で配合するのが好ましい。また柔軟性の点からポリマー
（Ａ）１００質量部に対して、１０質量部以下で配合するのがより好ましい。
【０１３８】
　放射線としては、たとえば、紫外線、レーザー線、α線、β線、γ線、Ｘ線、電子線な
どがあげられるが、制御性および取り扱い性の良さ、コストの点から紫外線が好適に用い
られる。より好ましくは、波長２００～４００ｎｍの紫外線が用いられる。紫外線は、高
圧水銀灯、マイクロ波励起型ランプ、ケミカルランプなどの適宜光源を用いて照射するこ
とができる。なお、放射線として紫外線を用いる場合には粘着剤組成物に、以下に示す光
重合開始剤を添加することができる。
【０１３９】
　前記光重合開始剤としては、放射線反応性成分の種類に応じ、その重合反応の引金とな
り得る適当な波長の紫外線を照射することによりラジカルもしくはカチオンを生成する物
質であればよい。
【０１４０】
　前記光ラジカル重合開始剤として、たとえば、ベンゾイン、ベンゾインメチルエーテル
、ベンゾインエチルエーテル、ｏ－ベンゾイル安息香酸メチル－ｐ－ベンゾインエチルエ
ーテル、ベンゾインイソプロピルエーテル、α－メチルベンゾインなどのベンゾイン類、
ベンジルジメチルケタール、トリクロルアセトフェノン、２，２－ジエトキシアセトフェ
ノン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなどのアセトフェノン類、２－ヒド
ロキシ－２－メチルプロピオフェノン、２－ヒドロキシ－４’－イソプロピル－２－メチ
ルプロピオフェノンなどのプロピオフェノン類、ベンゾフェノン、メチルベンゾフェノン
、ｐ－クロルベンゾフェノン、ｐ－ジメチルアミノベンゾフェノンなどのベンゾフェノン
類、２－クロルチオキサントン、２－エチルチオキサントン、２－イソプロピルチオキサ
ントンなどのチオキサントン類、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニル
ホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキサ
イド、（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－（エトキシ）－フェニルホスフィンオキ
サイドなどのアシルフォスフィンオキサイド類、ベンジル、ジベンゾスベロン、α－アシ
ルオキシムエステルなどがあげられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２
種以上を混合して使用してもよい。
【０１４１】
　また、前記光カチオン重合開始剤として、たとえば、芳香族ジアゾニウム塩、芳香族ヨ
ードニウム塩、芳香族スルホニウム塩などのオニウム塩や、鉄－アレン錯体、チタノセン
錯体、アリールシラノール－アルミニウム錯体などの有機金属錯体類、ニトロベンジルエ
ステル、スルホン酸誘導体、リン酸エステル、フェノールスルホン酸エステル、ジアゾナ
フトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドスルホナートなどがあげられる。これらの化合物は単
独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１４２】
　前記光重合開始剤は、ポリマー（Ａ）１００質量部に対し、通常０．１～１０質量部配
合し、０．２～７質量部の範囲で配合するのが好ましい。前記範囲内にあると、重合反応
を制御しやすく、適度な分子量を得る観点から、好ましい。
【０１４３】
　さらにアミン類などの光開始重合助剤を併用することも可能である。前記光開始助剤と
しては、たとえば、２－ジメチルアミノエチルベンゾエート、ジメチルアミノアセトフェ
ノン、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ジメチルアミノ安息香酸イソア
ミルエステルなどがあげられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上
を混合して使用してもよい。重合開始助剤は、ポリマー（Ａ）１００質量部に対し、０．
０５～１０質量部配合するのが好ましく、０．１～７質量部の範囲で配合するのがより好
ましい。前記範囲内にあると、重合反応を制御しやすく、適度な分子量を得る観点から、
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好ましい。
【０１４４】
　上述のように任意成分とする光重合開始剤を添加した場合において、前記粘着剤組成物
を、基材フィルムの片面または両面に塗工した後、光照射することにより粘着剤層を得る
ことができる。通常は、波長３００～４００ｎｍにおける照度が１～２００ｍＷ／ｃｍ２

である紫外線を、光量２００～４０００ｍＪ／ｃｍ２程度照射して光重合させることによ
り粘着剤層が得られる。
【０１４５】
　前記粘着剤組成物には、更に、導電剤（帯電防止剤）を含有することが好ましい。特に
、前記導電剤(帯電防止剤)としては、イオン性化合物やイオン伝導性ポリマー等を含有す
ることがより好ましく、アルカリ金属塩やイオン液体などのイオン性化合物が、更に好ま
しい。前記イオン性化合物は、前記反応性イオン液体と反応することなく、別途添加剤と
して、含有させることができ、より優れた帯電防止性を発揮できるため、好ましい態様と
なる。また、前記イオン性化合物は、前記ポリマー（Ｂ）の骨格中に組み込まれた前記反
応性イオン液体との相互作用性が高く、ブリードアウトの懸念も抑えられ、低汚染性にも
優れるため、好ましい。
【０１４６】
　本発明に用いられる導電剤の含有量は、前記粘着剤組成物中に含有される前記ポリマー
（Ａ）１００質量部に対し、０～１０質量部含有されていることが好ましく、０．０１～
５質量部含有されていることがより好ましく、０．１～３質量部含有されていることがさ
らに好ましい。含有量が１０質量部を超える場合、ブリードアウトが発生する恐れがあり
、好ましくない。
【０１４７】
　前記粘着剤組成物には、更に、ケト－エノール互変異性を生じる化合物を含有させるこ
とができる。前記化合物を含有することにより、架橋剤配合後における粘着剤組成物の過
剰な粘度上昇やゲル化を抑制し、前記粘着剤組成物のポットライフを延長する効果が実現
され得る。前記架橋剤として少なくともイソシアネート化合物を使用する場合には、ケト
－エノール互変異性を生じる化合物を含有させることが特に有意義である。この技術は、
例えば、前記粘着剤組成物が有機溶剤溶液または無溶剤の形態である場合に好ましく適用
され得る。
【０１４８】
　前記ケト－エノール互変異性を生じる化合物としては、各種のβ－ジカルボニル化合物
を用いることができる。具体例としては、アセチルアセトン、２，４－ヘキサンジオン、
３，５－ヘプタンジオン、２－メチルヘキサン－３，５－ジオン、６－メチルヘプタン－
２，４－ジオン、２，６－ジメチルヘプタン－３，５－ジオン等のβ－ジケトン類；アセ
ト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセト酢酸イソプロピル、アセト酢酸ｔｅｒｔ－ブチ
ル等のアセト酢酸エステル類；プロピオニル酢酸エチル、プロピオニル酢酸エチル、プロ
ピオニル酢酸イソプロピル、プロピオニル酢酸ｔｅｒｔ－ブチル等のプロピオニル酢酸エ
ステル類；イソブチリル酢酸エチル、イソブチリル酢酸エチル、イソブチリル酢酸イソプ
ロピル、イソブチリル酢酸ｔｅｒｔ－ブチル等のイソブチリル酢酸エステル類；マロン酸
メチル、マロン酸エチル等のマロン酸エステル類；等が挙げられる。なかでも好適な化合
物として、アセチルアセトンおよびアセト酢酸エステル類が挙げられる。かかるケト－エ
ノール互変異性を生じる化合物は、単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用
してもよい。
【０１４９】
　前記ケト－エノール互変異性を生じる化合物の含有量は、ポリマー（Ａ）１００質量部
に対して、例えば０．１～２０質量部とすることができ、より好ましくは０．５～１５質
量部、更に好ましくは１～１０質量部とすることができる。前記化合物の含有量が０．１
質量部未満であると、十分な使用効果が発揮され難くなる場合がある。一方、前記化合物
を２０質量部を超えると、粘着剤層に残留し、帯電防止性を低下させる場合がある。
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【０１５０】
　さらに、前記粘着剤組成物には、その他の公知の添加剤を含有していてもよく、たとえ
ば、着色剤、顔料などの粉体、界面活性剤、可塑剤、粘着付与剤、低分子量ポリマー、表
面潤滑剤、レベリング剤、酸化防止剤、腐食防止剤、光安定剤、紫外線吸収剤、重合禁止
剤、シランカップリンング剤、無機または有機の充填剤、金属粉、粒子状、箔状物などを
使用する用途に応じて適宜添加することができる。
【０１５１】
　前記粘着剤組成物は、前記ポリマー（Ａ）及びポリマー（Ｂ）、ならびに必要に応じて
使用される他の成分（架橋剤、導電剤など）が適当な溶媒に分散または溶解した液状組成
物（粘着剤組成物、粘着剤溶液）を、基材フィルムの少なくとも片面に形成することによ
り得られることが好ましい態様である。例えば、前記液状組成物（粘着剤組成物、粘着剤
溶液）を基材フィルムの片面に塗布して乾燥させ、必要に応じて硬化処理（熱処理、紫外
線処理など）を行う手法を好ましく採用し得る。
【０１５２】
　前記粘着剤組成物を構成する溶媒としては、粘着剤層を形成する際に使用される成分（
原料）を安定して、溶解または分散し得るものが好ましい。かかる溶媒は、有機溶剤、水
、またはこれらの混合溶媒を用いることができる。前記有機溶剤としては、例えば、酢酸
エチル、酢酸ブチル、酢酸２－ヒドロキシエチル等のエステル類；メチルエチルケトン、
アセトン、シクロヘキサノン、メチルイソブチルケトン、ジエチルケトン、メチル-n-プ
ロピルケトン、アセチルアセトン等のケトン類；テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、ジオキ
サン等の環状エーテル類；ｎ－ヘキサン、シクロヘキサン等の脂肪族または脂環族炭化水
素類；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類；メタノール、エタノール、ｎ－プロパ
ノール、イソプロパノール、シクロヘキサノール等の脂肪族または脂環族アルコール類；
エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、ジエ
チレングリコールモノエチルエーテル等のグリコールエーテル類；ジエチレングリコール
モノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート等
のグリコールエーテルアセテート類；等から選択される１種又は２種以上を用いることが
できる。
【０１５３】
　前記粘着剤組成物の塗付・塗工は、たとえば、グラビアロールコーター、リバースロー
ルコーター、キスロールコーター、ディップロールコーター、バーコーター、ナイフコー
ター、スプレーコーター等の慣用のコーターを用いて実施することができる。なお、基材
フィルムに粘着剤組成物を直接付与して粘着剤層を形成してもよく、剥離ライナー上に形
成した粘着剤層を基材に転写してもよい。
【０１５４】
[粘着剤層]
　本発明の粘着剤層は、 前記粘着剤組成物から形成されてなることが好ましい。前記粘
着剤組成物を使用しているため、得られる粘着剤層は、帯電防止性や粘着性、再剥離性、
透明性に優れたものとなる。
【０１５５】
　前記粘着剤層は、そのゲル分率（溶剤不溶成分率）が、８５.００～９９．９５質量％
が好ましく、より好ましくは８６.００～９９．００質量％である。ゲル分率（溶剤不溶
成分率）が８５．００質量％未満であると凝集力が不十分となり、被着体（被保護体）か
ら剥離した際に汚染する場合があり、また、ゲル分率が９９．９５質量％を超えると凝集
力が高くなりすぎ、十分な粘着力（高速剥離力、低速剥離力）に劣る場合がある。なお、
ゲル分率の評価方法は、後述する。
【０１５６】
　前記粘着剤層の厚さは、特に限定されないが、通常は、たとえば３～１００μｍ、好ま
しくは５～８０μｍ、更に好ましくは１０～５０μｍとすることにより、良好な粘着性が
実現され得る。粘着剤層の厚さが３μｍ未満では粘着性が不足し、浮きや剥がれが発生す
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る場合があり、一方、粘着剤層の厚さが１００μｍを超えると、高速剥離力が増大し、剥
離作業性が低下する場合がある。
【０１５７】
　本発明の粘着シートは、前記粘着剤組成物から形成される粘着剤層を、基材フィルムの
少なくとも片面に備えるものである。前記粘着シートは、かかる粘着剤層を基材フィルム
の少なくとも片面に固定的に、すなわち前記基材フィルムから粘着剤層を分離する意図な
く、設けたものである。ここでいう粘着シートの概念には、粘着テープ、粘着フィルム、
粘着ラベル等と称されるものが包含され得る。また、その使用用途に応じ、適宜な形状に
切断、打ち抜き加工等されたものであってもよい。なお、粘着剤層は連続的に形成された
ものに限定されず、たとえば点状、ストライプ状等の規則的あるいはランダムなパターン
に形成された粘着剤層であってもよい。
【０１５８】
　また、本発明の粘着シートや後述する表面保護シート、光学用表面保護シートには、必
要に応じて粘着面を保護する目的で粘着剤層表面に剥離ライナーを貼り合わせることが可
能である。
【０１５９】
　前記剥離ライナーを構成する材料としては、例えば、紙やプラスチックフィルムがある
が、表面平滑性に優れる点からプラスチックフィルムが好適に用いられる。そのフィルム
としては、前記粘着剤層を保護し得るフィルムであれば特に限定されず、たとえば、ポリ
エチレンフィルム、ポリプロピレンフィルム、ポリブテンフィルム、ポリブタジエンフィ
ルム、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、塩化ビニル共重合体フィ
ルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタレートフィルム、ポ
リウレタンフィルム、エチレン－酢酸ビニル共重合体フィルムなどが挙げられる。
【０１６０】
　前記剥離ライナーの厚みは、通常５μｍ～２００μｍ、好ましくは１０μｍ～１００μ
ｍ程度である。前記範囲内にあると、粘着剤層への貼り合せ作業性と粘着剤層からの剥離
作業性に優れるため、好ましい。前記剥離ライナーには、必要に応じて、シリコーン系、
フッ素系、長鎖アルキル系もしくは脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉などによる離型お
よび防汚処理や、塗布型、練り込み型、蒸着型などの帯電防止処理をすることもできる。
【０１６１】
［基材フィルム］
　前記基材フィルムとしては、たとえば、
　ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ－１－ブテン、ポリ－４－メチル－１－ペンテン
、エチレン・プロピレン共重合体、エチレン・１－ブテン共重合体、エチレン・酢酸ビニ
ル共重合体、エチレン・エチルアクリレート共重合体、エチレン・ビニルアルコール共重
合体などのポレオレフィンフィルム、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタ
レート、ポリブチレンテレフタレートなどのポリエステルフィルム、ポリアクリレートフ
ィルム、ポリスチレンフィルム、ナイロン６、ナイロン６，６、部分芳香族ポリアミドな
どのポリアミドフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリ
カーボネートフィルム等のプラスチックフィルム；
　ポリウレタンフォーム、ポリエチレンフォーム等のフォーム基材；
　クラフト紙、クレープ紙、和紙等の紙；
　綿布、スフ布等の布；
　ポリエステル不織布、ビニロン不織布等の不織布；
　アルミニウム箔、銅箔等の金属箔；
等を、粘着テープの用途に応じて適宜選択して用いることができる。本発明の粘着シート
を後述する表面保護シートとして用いる場合、基材フィルムとしてはポリオレフィンフィ
ルム、ポリエステルフィルム、ポリ塩化ビニルフィルム等のプラスチックフィルムを用い
ることが好ましい。また、特に光学用表面保護シートとして用いる場合には、ポリオレフ
ィンフィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレンテレフタラートフィ



(36) JP 2014-189786 A 2014.10.6

10

20

30

40

50

ルム、ポリエチレンナフタレートフィルムを用いることが好ましい。上記プラスチックフ
ィルムとしては、無延伸フィルムおよび延伸（一軸延伸又は二軸延伸）フィルムのいずれ
も使用可能である。
【０１６２】
　また、前記基材フィルムには、必要に応じて、シリコーン系、フッ素系、長鎖アルキル
系若しくは脂肪酸アミド系の離型剤、シリカ粉等による離型および防汚処理や酸処理、ア
ルカリ処理、プライマー処理、コロナ処理、プラズマ処理、紫外線処理などの易粘着処理
、塗布型、練り込み型、蒸着型などの静電防止処理をすることもできる。
【０１６３】
　前記基材フィルムの厚みは、目的に応じて適宜選択できるが、一般的には、概ね５μｍ
～２００μｍ（典型的には１０μｍ～１００μｍ）程度である。
【０１６４】
　また、本発明の粘着シートに使用する前記基材フィルムに用いられるプラスチックフィ
ルムは、帯電防止処理されてなるプラスチックフィルムを使用することが、より好ましい
態様である。帯電防止処理することにより、静電気の発生を防止することができ、帯電が
特に深刻な問題となる光学・電子部品関連の技術分野において有用である。プラスチック
フィルムに施される帯電防止処理としては特に限定されないが、一般的に用いられるフィ
ルムの少なくとも片面に帯電防止層を設ける方法やプラスチックフィルムに練り込み型帯
電防止剤を練り込む方法が用いられる。フィルムの少なくとも片面に帯電防止層を設ける
方法としては、帯電防止剤と樹脂成分から成る帯電防止性樹脂や導電性ポリマー、導電性
物質を含有する導電性樹脂を塗布する方法や導電性物質を蒸着あるいはメッキする方法が
挙げられる。
【０１６５】
　前記帯電防止性樹脂に含有される帯電防止剤としては、第４級アンモニウム塩、ピリジ
ニウム塩、第１、第２、第３アミノ基などのカチオン性官能基を有するカチオン型帯電防
止剤、スルホン酸塩や硫酸エステル塩、ホスホン酸塩、リン酸エステル塩などのアニオン
性官能基を有するアニオン型帯電防止剤、アルキルベタインおよびその誘導体、イミダゾ
リンおよびその誘導体、アラニンおよびその誘導体などの両性型帯電防止剤、アミノアル
コールおよびその誘導体、グリセリンおよびその誘導体、ポリエチレングリコールおよび
その誘導体などのノニオン型帯電防止剤、更には、上記カチオン型、アニオン型、両性イ
オン型のイオン導電性基を有する単量体を重合もしくは共重合して得られたイオン導電性
重合体が挙げられる。これらの化合物は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して
使用してもよい。
【０１６６】
　具体的には、前記カチオン型の帯電防止剤として、たとえば、アルキルトリメチルアン
モニウム塩、アシロイルアミドプロピルトリメチルアンモニウムメトサルフェート、アル
キルベンジルメチルアンモニウム塩、アシル塩化コリン、ポリジメチルアミノエチルメタ
クリレートなどの４級アンモニウム基を有する（メタ）アクリレート共重合体、ポリビニ
ルベンジルトリメチルアンモニウムクロライドなどの４級アンモニウム基を有するスチレ
ン共重合体、ポリジアリルジメチルアンモニウムクロライドなどの４級アンモニウム基を
有するジアリルアミン共重合体などが挙げられる。これらの化合物は単独で使用してもよ
く、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１６７】
　前記アニオン型の帯電防止剤として、たとえば、アルキルスルホン酸塩、アルキルベン
ゼンスルホン酸塩、アルキル硫酸エステル塩、アルキルエトキシ硫酸エステル塩、アルキ
ルリン酸エステル塩、スルホン酸基含有スチレン共重合体が挙げられる。これらの化合物
は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１６８】
　前記両性イオン型の帯電防止剤として、たとえば、アルキルベタイン、アルキルイミダ
ゾリウムベタイン、カルボベタイングラフト共重合が挙げられる。これらの化合物は単独
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で使用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１６９】
　前記ノニオン型の帯電防止剤として、たとえば、脂肪酸アルキロールアミド、ジ（２－
ヒドロキシエチル）アルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキルアミン、脂肪酸グリセ
リンエステル、ポリオキシエチレングリコール脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステ
ル、ポリオキシソルビタン脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテ
ル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリエチレングリコール、ポリオキシエチレ
ンジアミン、ポリエーテルとポリエステルとポリアミドからなる共重合体、メトキシポリ
エチレングリコール（メタ）アクリレートなどが挙げられる。これらの化合物は単独で使
用してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。
【０１７０】
　前記導電性ポリマーとしては、たとえば、ポリアニリン、ポリピロール、ポリチオフェ
ンなどが挙げられる。
【０１７１】
　前記導電性物質としては、たとえば、酸化錫、酸化アンチモン、酸化インジウム、酸化
カドミウム、酸化チタン、酸化亜鉛、インジウム、錫、アンチモン、金、銀、銅、アルミ
ニウム、ニッケル、クロム、チタン、鉄、コバルト、ヨウ化銅、およびそれらの合金又は
混合物が挙げられる。
【０１７２】
　前記帯電防止性樹脂および導電性樹脂に用いられる樹脂成分としては、ポリエステル、
アクリル、ポリビニル、ウレタン、メラミン、エポキシなどの汎用樹脂が用いられる。な
お、高分子型帯電防止剤の場合には、樹脂成分を含有させなくてもよい。また、帯電防止
樹脂成分に、架橋剤としてメチロール化あるいはアルキロール化したメラミン系、尿素系
、グリオキザール系、アクリルアミド系などの化合物、エポキシ化合物、イソシアネート
系化合物を含有させることも可能である。
【０１７３】
　前記帯電防止層の形成方法としては、たとえば、上記帯電防止性樹脂、導電性ポリマー
、導電性樹脂を有機溶剤もしくは水などの溶媒で希釈し、この塗液をプラスチックフィル
ムに塗布、乾燥することで形成される。
【０１７４】
　前記帯電防止層の形成に用いる有機溶剤としては、たとえば、メチルエチルケトン、ア
セトン、酢酸エチル、テトラヒドロフラン、ジオキサン、シクロへキサノン、ｎ－へキサ
ン、トルエン、キシレン、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプロパノー
ルなどが挙げられる。これらの溶剤は単独で使用してもよく、また２種以上を混合して使
用してもよい。
【０１７５】
　前記帯電防止層の形成における塗布方法については公知の塗布方法が適宜用いられ、具
体的には、たとえば、ロールコート、グラビアコート、リバースコート、ロ一ルブラッシ
ュ、スプレーコート、エアーナイフコート、含浸およびカーテンコート法が挙げられる。
【０１７６】
　前記帯電防止性樹脂層、導電性ポリマー、導電性樹脂の厚みとしては通常０．０１μｍ
～５μｍ、好ましくは０．０３μｍ～１μｍ程度である。
【０１７７】
　前記導電性物質の蒸着あるいはメッキの方法としては、たとえば、真空蒸着、スパッタ
リング、イオンプレーティング、化学蒸着、スプレー熱分解、化学メッキ、電気メッキ法
などが挙げられる。
【０１７８】
　前記導電性物質層の厚みとしては通常２ｎｍ～１０００ｎｍであり、好ましくは５ｎｍ
～５００ｎｍである。
【０１７９】
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　また、前記練り込み型帯電防止剤としては、前記帯電防止剤が適宜用いられる。練り込
み型帯電防止剤の配合量としては、プラスチックフィルムの総質量に対して２０質量％以
下、好ましくは０．０５～１０質量％の範囲で用いられる。練り込み方法としては、前記
帯電防止剤がプラスチックフィルムに用いられる樹脂に均一に混合できる方法であれば特
に限定されず、たとえば、加熱ロール、バンバリーミキサー、加圧ニーダー、二軸混練機
等が用いられる。
【０１８０】
[粘着シート]
　本発明の粘着シートは、高速剥離時における粘着力が小さく（再剥離性）、かつ、浮き
や剥がれといった問題を生じない程度に、低速剥離時の粘着力が十分に高いという特性（
粘着性）を有する。
【０１８１】
　前記低速剥離時の粘着力は、引張速度０.３ｍ／ｍｉｎ（低速）、剥離角度が１８０°
で剥離した時の１８０°引き剥がし(ピール)粘着力試験により、評価することができ、０
．０４Ｎ／２５ｍｍ以上であれば良好と判断される。１８０°引き剥がし粘着力は、より
好ましくは０．０６Ｎ／２５ｍｍ以上であり、更に好ましくは０．０８Ｎ／２５ｍｍ以上
である。また、１８０°引き剥がし粘着力の上限値は特に要求されないが、通常１．０Ｎ
／２５ｍｍ以下である。１８０°引き剥がし粘着力試験の詳細な条件は、後述する実施例
において記載する方法、条件に準じて測定される。
【０１８２】
　前記高速剥離時の粘着力は、引張速度３０ｍ／ｍｉｎ（高速）、剥離角度が１８０°で
剥離した時の１８０°引き剥がし(ピール)粘着力試験により、評価することができ、１０
Ｎ／２５ｍｍ以下であれば良好と判断される。１８０°引き剥がし粘着力は、より好まし
くは９Ｎ／２５ｍｍ以下であり、更に好ましくは７Ｎ／２５ｍｍ以下である。また１８０
°引き剥がし粘着力の下限値は特に要求されないが、通常０．０５Ｎ／２５ｍｍ以上であ
る。１８０°引き剥がし粘着力試験は、後述する実施例において記載する方法、条件に準
じて測定される。
【０１８３】
　また、本発明の粘着シートは、帯電防止性に優れた特性を有する。本発明の粘着シート
における剥離帯電圧としては、絶対値が１．０ｋＶ以下が好ましく、０．８ｋＶ以下がよ
り好ましく、０．６ｋＶ以下が特に好ましい。前記範囲内であれば、静電気による集塵や
電子部品の静電気障害の防止が可能となり有用である。剥離耐電圧測定の詳細な条件は、
後述する実施例において記載する方法、条件に準じて測定される。
【０１８４】
　さらに本発明の粘着シートは、透明性が高いという特性を有する。本発明の粘着シート
の透明性は、ヘイズにより評価することができ、特にヘイズが１０％未満であれば良好と
判断される。ヘイズは、より好ましくは８．５％未満であり、更に好ましくは７％未満で
ある。ヘイズ測定の詳細な条件は、後述する実施例において記載する方法、条件に準じて
測定される。
【０１８５】
　本発明の粘着シートは、上記特性を有するものであるため、特に、粘着性、再剥離性、
および帯電防止性を活かした、再剥離用粘着シート、帯電防止性粘着シートとして利用が
可能である。
【０１８６】
　さらに、前記特性を活かして、表面保護シート、特に偏光板、波長板、光学補償フィル
ム、反射シートなどの光学部材の表面を保護する目的で用いられる表面保護シート（フィ
ルム）として賞用され、前記光学部材に光学用表面保護シートが貼付された表面保護シー
ト付き光学フィルムとしても使用することができる。
【０１８７】
　また、前記表面保護シートが適用可能な被着体（被保護体）としては、ＰＥ（ポリエチ
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レン）、ＰＰ（ポリプロピレン）、ＡＢＳ（アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン共
重合体）、ＳＢＳ（スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体）、ＰＣ（ポリカ
ーボネート）、ＰＶＣ（塩化ビニル）、ＰＭＭＡ（ポリメタクリル酸メチル樹脂）のよう
なアクリル系樹脂を含む各種の樹脂や、ＳＵＳ(ステンレス)、アルミ等の金属、ガラス等
からなる部材を用いた、自動車（そのボディ塗膜）、住建材、家電製品等を挙げることが
できる。
【０１８８】
　更に、本発明の粘着シートを表面保護シートとして使用する場合、前記粘着シートをそ
のまま用いることができる。しかしながら、特に表面保護用シートとして用いる場合、傷
や汚れの防止、加工性の観点から、基材フィルムは１０μｍ～１００μｍのポリオレフィ
ンフィルム、ポリエステルフィルム、ポリ塩化ビニルフィルムを用いることが好ましい。
また、粘着剤層の厚さは３～５０μｍ程度とすることが好ましい。
【０１８９】
　さらに本発明の粘着シートは、上記粘着特性に加え、特に透明性が高いという特性から
、光学フィルムの表面保護に用いる光学用表面保護シートとして用いることが好ましい。
本発明の光学用表面保護シートが適用可能な光学フィルムとしては、液晶ディスプレイや
プラズマディスプレイ、有機ＥＬディスプレイなどの画像表示装置に用いられる偏光板、
波長板、光学補償フィルム、光拡散シート、反射シート、反射防止シート、輝度向上フィ
ルム、透明導電性フィルム（ＩＴＯフィルム）等を挙げることができる。
【０１９０】
　本発明の粘着シートは、上記偏光板などの光学フィルムの製造メーカーにおいて光学フ
ィルムを出荷する時の保護や、液晶表示装置などの画像表示装置の製造メーカーにおいて
表示装置（液晶モジュール）の製造工程時の光学フィルムの保護用途など、さらには打ち
抜きや切断加工等の各種工程における光学フィルムの保護用途に使用することができる。
【０１９１】
　本発明の粘着シートを光学用表面保護シートとして使用する場合、上記粘着シートをそ
のまま用いることができる。しかしながら、特に光学フィルム用表面保護用シートとして
用いる場合、傷や汚れの防止、加工性、透明性の観点から、基材フィルムは１０μｍ～１
００μｍのポリオレフィンフィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリブチレ
ンテレフタレートフィルム、ポリエチレンナフタレートフィルムを用いることが好ましい
。また粘着剤の厚さは３μｍ～４０μｍ程度とすることが好ましい。
【０１９２】
［粘着シート付き光学フィルム］
　また、本発明の光学フィルムは、前記粘着シート（光学用表面保護シート）が貼付され
ている粘着シート付き光学フィルムであることが好ましい。本発明の粘着シート付き光学
フィルムは、前記粘着シート（光学用表面保護シート）を光学フィルムの片面又は両面に
貼付してなるものである。本発明の粘着シート付き光学フィルムは、上記偏光板などの光
学フィルムの製造メーカーにおいて、光学フィルムを出荷する際や、液晶表示装置などの
画像表示装置の製造メーカーにおいて、表示装置（液晶モジュール）の製造工程時、さら
には打ち抜きや切断加工等の各種工程にいては光学フィルムに傷が入った埃や塵が付着す
ることを防ぐことができる。また光学用表面保護シートの透明性が高いため、そのまま検
査を実施することが可能である。さらに不要となった際には光学フィルムや画像表示装置
を破損することなく容易に光学用表面保護シートを剥離することができる。
【実施例】
【０１９３】
　以下に、実施例に基づいて本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例により
何ら限定されるものではない。なお、実施例１～１０、及び、比較例１～２に係る粘着剤
組成物の成分を表１に示し、評価結果を表２に示した。また、以下の説明中の「部」およ
び「％」は、特に断りがない限り、質量基準である。
【０１９４】
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＜ポリマー（Ａ）： (メタ)アクリル系ポリマー（ａ）の調製＞
　攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた四つ口フラスコに、
アクリル酸２－エチルヘキシル（２ＥＨＡ）９６質量部、アクリル酸２－ヒドロキシエチ
ル（ＨＥＡ）４質量部、熱重合開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．
２質量部、および酢酸エチル１５０質量部を仕込み、緩やかに攪拌しながら窒素ガスを導
入し、フラスコ内の液温を６５℃付近に保って６時間重合反応を行い、(メタ)アクリル系
ポリマー（ａ）溶液（４０質量％）を調製した。この(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）の
Ｆｏｘ式より算出したガラス転移温度は－６８℃、重量平均分子量５５万であった。
【０１９５】
＜反応性イオン液体（ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ）の調製＞
　１Ｌの三つ口フラスコに２－（アクリロイルオキシ）エチルトリメチルアンモニウム・
クロリドの７９％水溶液（興人社製 ＤＭＡＥＡ－Ｑ）１００部を撹拌しながら、カリウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド１１４部をイオン交換水８０部に希釈し
たものを６０℃加熱下で加えた。２時間後、二層分離した下層の油層部分を取り出し、イ
オン交換水で３回洗浄した後、減圧下で残存の微量水分を除去し、２－（アクリロイルオ
キシ）エチルトリメチルアンモニウム・ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（
ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ）を得た。
【０１９６】
＜反応性イオン液体（ＤＭＡＰＡＡ－ＴＦＳＩ）の調製＞
　１Ｌの三つ口フラスコに（３－アクリルアミドプロピル）トリメチルアンモニウム・ク
ロリドの７５％水溶液（興人社製 ＤＭＡＰＡＡ－Ｑ）１００部を撹拌しながら、カリウ
ムビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド１１６部をイオン交換水８０部に希釈し
たものを６０℃加熱下で加えた。２時間後、二層分離した下層の油層部分を取り出し、イ
オン交換水で３回洗浄した後、減圧下で残存の微量水分を除去し、（３－アクリルアミド
プロピル)トリメチルアンモニウム・ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（Ｄ
ＭＡＰＡＡ－ＴＦＳＩ）を得た。
【０１９７】
＜ポリマー（Ｂ）：(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）の調製＞
　酢酸エチル１５０質量部、アクリロキシエチルトリメチルアンモニウム・ビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミド（ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ）２０質量部、２－エチルヘキ
シルアクリレート８０質量部、および連鎖移動剤としてα－チオグリセロール３.５質量
部を攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた４つ口フラスコに
投入した。そして、７０℃にて窒素雰囲気下で１時間攪拌した後、熱重合開始剤として２
，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２質量部を投入し、７０℃で２時間反応させ、
続いて８０℃で５時間反応させた。得られた(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）の固有粘
度は０．０３２(ｄＬ／ｇ)であった。
【０１９８】
＜ポリマー（Ｂ）：(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ２）の調製＞
　酢酸エチル１５０質量部、アクリロキシエチルトリメチルアンモニウム・ビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミド（ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ）２０質量部、オキシエチレン
単位の平均付加モル数が２３であるメトキシポリエチレングリコールメタクリレート（商
品名：ブレンマーＰＭＥ－１０００、日油株式会社製）２０質量部、２－エチルヘキシル
アクリレート６０質量部、および連鎖移動剤としてα-チオグリセロール３.５質量部を攪
拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた４つ口フラスコに投入し
た。そして、７０℃にて窒素雰囲気下で１時間攪拌した後、熱重合開始剤として２，２’
－アゾビスイソブチロニトリル０．２質量部を投入し、７０℃で２時間反応させ、続いて
８０℃で５時間反応させた。得られた(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ２）の固有粘度は０
．０４１(ｄＬ／ｇ)であった。
【０１９９】
＜ポリマー（Ｂ）：(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ３）の調製＞
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　酢酸エチル２３３質量部、アクリロキシエチルトリメチルアンモニウム・ビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミド（ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ）２０質量部、オキシエチレン
単位の平均付加モル数が２３であるメトキシポリエチレングリコールメタクリレート（商
品名：ブレンマーＰＭＥ－１０００、日油株式会社製）２０質量部、２－エチルヘキシル
アクリレート６０質量部、および連鎖移動剤としてチオグリコール酸メチル３.５質量部
を攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた４つ口フラスコに投
入した。そして、７０℃にて窒素雰囲気下で１時間攪拌した後、熱重合開始剤として２，
２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２質量部を投入し、７０℃で２時間反応させ、続
いて８０℃で５時間反応させた。得られた(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ３）の固有粘度
は０．０３９(ｄＬ／ｇ)であった。
【０２００】
＜ポリマー（Ｂ）：(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ４）の調製＞
　酢酸エチル１５０質量部、（３－アクリルアミドプロピル）トリメチルアンモニウム・
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（ＤＭＡＰＡＡ－ＴＦＳＩ）２０質量部、
オキシエチレン単位の平均付加モル数が２３であるメトキシポリエチレングリコールメタ
クリレート（商品名：ブレンマーＰＭＥ－１０００、日油株式会社製）２０質量部、２－
エチルヘキシルアクリレート６０質量部、および連鎖移動剤としてα-チオグリセロール
３.５質量部を攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた４つ口
フラスコに投入した。そして、７０℃にて窒素雰囲気下で１時間攪拌した後、熱重合開始
剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２質量部を投入し、７０℃で２時間
反応させ、続いて８０℃で５時間反応させた。得られた(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ４
）の固有粘度は０．０４５(ｄＬ／ｇ)であった。
【０２０１】
＜ポリマー（Ｂ）：(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ５）の調製＞
　酢酸エチル２３３質量部、（３－アクリルアミドプロピル）トリメチルアンモニウム・
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド（ＤＭＡＰＡＡ－ＴＦＳＩ）　２０質量部
、オキシエチレン単位の平均付加モル数が２３であるメトキシポリエチレングリコールメ
タクリレート（商品名：ブレンマーＰＭＥ－１０００、日油株式会社製）２０質量部、２
－エチルヘキシルアクリレート６０質量部、および連鎖移動剤としてチオグリコール酸メ
チル３.５質量部を攪拌羽根、温度計、窒素ガス導入管、冷却器、滴下ロートを備えた４
つ口フラスコに投入した。そして、７０℃にて窒素雰囲気下で１時間攪拌した後、熱重合
開始剤として２，２’－アゾビスイソブチロニトリル０．２質量部を投入し、７０℃で２
時間反応させ、続いて８０℃で５時間反応させた。得られた(メタ)アクリル系ポリマー（
ｂ５）の固有粘度は０．０４３(ｄＬ／ｇ)であった。
【０２０２】
〔実施例１〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）溶液（３５質量％）を酢酸エチルで２０質量％に
希釈した溶液５００質量部（ポリマー１００質量部）に、(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ
１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液）、架橋剤としてコロネートＬ（トリ
メチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物の固形分７５重量％酢酸エ
チル溶液、日本ポリウレタン工業社製）４．０質量部、架橋触媒としてジラウリン酸ジオ
クチルスズ（１重量％酢酸エチル溶液）３．０質量部を加えて、２５℃下で約５分間混合
攪拌を行って粘着剤組成物（１）を調製した。
【０２０３】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）を、帯電防止処理層付きポリエチレンテレフタレートフィルム
（商品名：ダイアホイルＴ１００Ｇ３８、三菱樹脂株式会社製、厚さ３８μｍ）の帯電防
止処理面とは反対の面に塗布し、１３０℃で２分間加熱して、厚さ１５μｍの粘着剤層を
形成した。
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次いで、上記粘着剤層の表面に、片面にシリコーン処理を施した厚さ２５μｍのポリエチ
レンテレフタレートフィルムのシリコーン処理面を貼合せて粘着シートを作製した。
【０２０４】
〔実施例２〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ２）３．８質量部（固形分４０質量％酢
酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（２）を調製した
。
【０２０５】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（２）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２０６】
〔実施例３〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ３）８．３質量部（固形分３０質量％酢
酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（３）を調製した
。
【０２０７】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（３）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２０８】
〔実施例４〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ２）１２．５質量部（固形分４０質量％
酢酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（４）を調製し
た。
【０２０９】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（４）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２１０】
〔実施例５〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ２）１２．５質量部（固形分４０質量％
酢酸エチル溶液）を用い、上記コロネートＬ（トリメチロールプロパン／トリレンジイソ
シアネート３量体付加物の固形分７５重量％酢酸エチル溶液、日本ポリウレタン工業社製
）４．０質量部に代えて、コロネートＨＸ（日本ポリウレタン工業社製、イソシアヌレー
ト型ヘキサメチレンジイソシアネート系架橋剤）３．０質量部を用いたこと以外は実施例
１と同様にして粘着剤組成物（５）を調製した。
【０２１１】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（５）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２１２】
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〔実施例６〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ４）１２．５質量部（固形分４０質量％
酢酸エチル溶液）を用い、上記コロネートＬ（トリメチロールプロパン／トリレンジイソ
シアネート３量体付加物の固形分７５重量％酢酸エチル溶液、日本ポリウレタン工業社製
）４．０質量部に代えて、コロネートＨＸ（日本ポリウレタン工業社製、イソシアヌレー
ト型ヘキサメチレンジイソシアネート系架橋剤）３．０質量部を用いたこと以外は実施例
１と同様にして粘着剤組成物（６）を調製した。
【０２１３】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（６）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２１４】
〔実施例７〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ３）１６．７質量部（固形分３０質量％
酢酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（８）を調製し
た。
【０２１５】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（７）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２１６】
〔実施例８〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ５）１６．７質量部（固形分３０質量％
酢酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（８）を調製し
た。
【０２１７】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（８）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２１８】
〔実施例９〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ５）３３．３質量部（固形分３０質量％
酢酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（９）を調製し
た。
【０２１９】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（９）を用いたこと以外は、実施
例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２２０】
〔実施例１０〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ１）２５質量部（固形分４０質量％酢酸エチル溶液
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）に代えて、上記(メタ)アクリル系ポリマー（ｂ４）６２．５質量部（固形分４０質量％
酢酸エチル溶液）を用いたこと以外は実施例１と同様にして粘着剤組成物（１０）を調製
した。
【０２２１】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（１０）を用いたこと以外は、実
施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２２２】
〔比較例１〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記(メタ)アクリル系ポリマー（ａ）溶液（３５質量％）を酢酸エチルで２０質量％に
希釈した溶液５００質量部（ポリマー１００質量部）に、アルカリ金属塩であるビス（ト
リフルオロメタンスルホニル）イミドリチウム（ＬｉＴＦＳＩ）０．０６質量部、ポリア
ルキレングリコール鎖を有するポリエーテル化合物（信越化学工業社製、ＫＦ６００４）
０．５質量部、架橋剤としてコロネートＬ（トリメチロールプロパン／トリレンジイソシ
アネート３量体付加物の固形分７５重量％酢酸エチル溶液、日本ポリウレタン工業社製）
３．３質量部、架橋触媒としてジラウリン酸ジオクチルスズ（１重量％酢酸エチル溶液）
３．０質量部を加えて、２５℃下で約５分間混合攪拌を行って粘着剤組成物（１１）を調
製した。
【０２２３】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（１１）を用いたこと以外は、実
施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２２４】
〔比較例２〕
（粘着剤組成物の調製）
　上記粘着剤用ポリマー（１）溶液（３５質量％）を酢酸エチルで２０質量％に希釈した
溶液５００質量部（ポリマー１００質量部）に、非反応性イオン液体である１－エチル－
３－メチルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）イミド（第一工業製薬社製、ＡＳ
－１１０）０．１質量部、架橋剤としてコロネートＬ（トリメチロールプロパン／トリレ
ンジイソシアネート３量体付加物の固形分７５重量％酢酸エチル溶液、日本ポリウレタン
工業社製）３．３質量部、架橋触媒としてジラウリン酸ジオクチルスズ（１重量％酢酸エ
チル溶液）３.０質量部を加えて、２５℃下で約５分間混合攪拌を行って粘着剤組成物（
１２）を調製した。
【０２２５】
（粘着シートの作製）
　上記粘着剤組成物（１）に代えて、上記粘着剤組成物（１２）を用いたこと以外は、実
施例１と同様にして粘着シートを作製した。
【０２２６】
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【表１】
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【０２２７】
　上記表１中の略語は、以下の化合物を示す。なお、表１中に記載の部数は、固形分を示
す。
　２ＥＨＡ：アクリル酸２－エチルヘキシル
　ＨＥＡ：アクリル酸２－ヒドロキシエチル
　ＤＭＡＥＡ－ＴＦＳＩ：２－（アクリロイルオキシ）エチルトリメチルアンモニウム・
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド(反応性イオン液体）
　ＤＭＡＰＡＡ－ＴＦＳＩ：（３－アクリルアミドプロピル)トリメチルアンモニウム・
ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミド(反応性イオン液体）
　ＰＭＥ１０００：メトキシ末端ポリエチレングリコールメタクリレート（エチレンオキ
シド平均付加モル数２３） （アルキレンオキシド基含有反応性モノマー）
　ＡＳ－１１０：１－エチル－３－メチルイミダゾリウムビス（フルオロスルホニル）イ
ミド(非反応性イオン液体）
　ＬｉＴＦＳＩ：ビス（トリフルオロメタンスルホニル）イミドリチウム(アルカリ金属
塩）
　ＫＦ６００４：ポリオキシアルキレン変性ポリジメチルシロキサン(ポリエーテル化合
物）
　Ｃ／Ｌ（コロネートＬ）：トリメチロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体
付加(架橋剤）
　Ｃ／ＨＸ（コロネートＨＸ）：イソシアヌレート型ヘキサメチレンジイソシアネート（
架橋剤）
【０２２８】
（測定方法、及び、評価方法）
＜分子量の測定＞
　前記ポリマー（Ａ）の重量平均分子量（Ｍｗ）は、ＧＰＣ装置（東ソー社製、ＨＬＣ－
８２２０ＧＰＣ）を用いて測定を行った。測定条件は下記の通りであり、標準ポリスチレ
ン換算により分子量を求めた。測定結果を表１に示す。
・サンプル濃度：０．２質量％（テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）溶液）
・サンプル注入量：１０μｌ
・溶離液：ＴＨＦ
・流速：０．６ｍｌ／ｍｉｎ
・測定温度：４０℃
・カラム：
・サンプルカラム：ＴＳＫｇｕａｒｄｃｏｌｕｍｎ　ＳｕｐｅｒＨＺ－Ｈ（１本）＋ＴＳ
Ｋｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｈ（２本）
・リファレンスカラム：ＴＳＫｇｅｌ　ＳｕｐｅｒＨ－ＲＣ（１本）
・検出器：示差屈折計（ＲＩ）
【０２２９】
＜固有粘度の測定＞
　前記ポリマー（Ｂ）の固有粘度（ｄＬ／ｇ）は、ＪＩＳ－Ｋ７３６７－１に準拠した方
法にて測定した。測定条件は下記の通りである。測定結果を表１に示す。
・試料濃度：０．１～０．６ｇ／ｄＬの範囲で３種類の溶液を調製
・溶媒：酢酸エチル
・測定温度：２５℃
・装置：毛細管粘度自動測定装置（柴山科学器械製作所製）
・粘度管：ウベローデ型　＃１
【０２３０】
＜ゲル分率（溶剤不溶成分率）の測定＞
　溶剤不溶成分率（ゲル分率）は、粘着剤組成物を、０．１ｇサンプリングして精秤（浸
漬前の質量）し、これを約５０ｍｌの酢酸エチル中に室温（２０～２５℃）で１週間浸漬
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したのち、溶剤（酢酸エチル）不溶分を取り出し、前記溶剤不溶分を１３０℃で２時間乾
燥した後、秤量（浸漬・乾燥後の質量）して、下記式（５）のゲル分率（溶剤不溶成分率
）算出式を用いて、算出した。測定結果を表１に示す。
　ゲル分率（質量％）＝［（浸漬・乾燥後の質量）／（浸漬前の質量）］×１００　　　
（５）
【０２３１】
＜低速剥離試験：１８０°引き剥がし(ピール)粘着力（低速剥離時の粘着力）＞
　各実施例および比較例に係る粘着シートを幅２５ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズにカッ
トし、剥離ライナーを剥離した後、トリアセチルセルロース偏光板（日東電工社製、ＳＥ
Ｇ１４２５ＤＵ、幅：７０ｍｍ、長さ：１００ｍｍ）の表面に、ハンドローラーで圧着し
た後、０．２５ＭＰａ、０．３ｍ／ｍｉｎの圧着条件でラミネートし、評価サンプル（粘
着シート付き光学フィルム）を作製した。
【０２３２】
　上記ラミネート後、２３℃×５０％ＲＨの環境下に３０分間放置した後、トリアセチル
セルロース偏光板の反対面を両面粘着テープでアクリル板に固定し、万能引張試験機にて
粘着シートの片方の端部を引張速度０.３ｍ／ｍｉｎ、剥離角度が１８０°で剥離した時
の粘着力を測定した。測定は、２３℃×５０％ＲＨの環境下でおこなった。低速剥離時の
粘着力が０．０４Ｎ／２５ｍｍ以上であるものを良好とし、０．０４Ｎ／２５ｍｍ未満で
あるものを不良とした。測定結果を表２に示す。
【０２３３】
＜高速剥離試験：１８０°引き剥がし(ピール)粘着力（高速剥離時の粘着力）＞
　各実施例および比較例に係る粘着シートを幅２５ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズにカッ
トし、剥離ライナーを剥離した後、トリアセチルセルロース偏光板（日東電工社製、ＳＥ
Ｇ１４２５ＤＵ、幅：７０ｍｍ、長さ：１００ｍｍ）の表面に、ハンドローラーで圧着し
た後、０．２５ＭＰａ、０．３ｍ／ｍｉｎの圧着条件でラミネートし、評価サンプル（粘
着シート付き光学フィルム）を作製した。
【０２３４】
　上記ラミネート後、２３℃×５０％ＲＨの環境下に３０分間放置した後、トリアセチル
セルロース偏光板の反対面を両面粘着テープでアクリル板に固定し、万能引張試験機にて
粘着シートの片方の端部を引張速度３０ｍ／ｍｉｎ、剥離角度が１８０°で剥離した時の
粘着力を測定した。測定は、２３℃×５０％ＲＨの環境下でおこなった。高速剥離時の粘
着力が、１０Ｎ／２５ｍｍ以下であるものを良好とし、１０Ｎ／２５ｍｍを超えるものを
不良とした。測定結果を表２に示す。
【０２３５】
＜剥離帯電圧の測定＞
　粘着シート１を幅７０ｍｍ、長さ１３０ｍｍのサイズにカットし、セパレーターを剥離
した後、あらかじめ除電しておいたアクリル板１０（三菱レイヨン社製、アクリライト、
厚み：１ｍｍ、幅：７０ｍｍ、長さ：１００ｍｍ）に貼り合わせた偏光板２０（日東電工
社製、ＳＥＧ１４２５ＤＵ、幅：７０ｍｍ、長さ：１００ｍｍ）表面に片方の端部が３０
ｍｍはみ出すようにハンドローラーにて圧着した。
【０２３６】
　２３℃×５０％ＲＨの環境下に一日放置した後、図２に示すようにサンプル固定台３０
の所定の位置にサンプルをセットする。３０ｍｍはみ出した片方の端部を自動巻取り機に
固定し、剥離角度１５０°、剥離速度１０ｍ／ｍｉｎとなるように剥離する。このときに
発生する偏光板表面の電位を所定の位置に固定してある電位測定機４０（春日電機社製、
ＫＳＤ－０１０３）にて測定し、剥離帯電圧の値とした。測定は、２０℃×２５％ＲＨ又
は２３℃×５０％ＲＨの環境下で行った。なお、剥離帯電圧としては、絶対値が１．０ｋ
Ｖ以下であるものを良好とし、絶対値が１．０ｋＶを超えるものを不良とした。測定結果
を表２に示す。
【０２３７】
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＜透明性試験：初期ヘイズ＞
　各実施例および比較例に係る粘着シートを幅５０ｍｍ、長さ５０ｍｍのサイズにカット
した後、剥離ライナーを剥がし、ヘイズメーター（（株）村上色彩技術研究所製）にて、
ヘイズを測定した。ヘイズが１０％未満であるものを良好とし、１０％以上であるものを
不良とした。測定結果を表２に示す。
【０２３８】
【表２】

 
【０２３９】
　表２に示すように、本発明に従って作製された粘着シート（帯電防止性粘着シート）を
用いた場合(実施例１～１０)、剥離帯電圧が±１．０ｋＶ以内であり、帯電防止性に優れ
、低速剥離時の粘着力、及び、高速剥離時の粘着力においても、所望の範囲に含まれ、再
剥離性、及び粘着性に優れることが確認でき、更に、透明性も満足することが確認できた
。
【０２４０】
　これに対して、比較例１においては、添加剤(帯電防止剤)として、リチウム塩とポリエ
ーテル化合物を使用したが、ポリマー（Ｂ）を使用しなかっため、帯電防止性は得られた
ものの、低速剥離時の粘着力が不十分となった。また、比較例２においては、添加剤(帯
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電防止剤)として、少量の非反応性イオン液体を使用し、ポリマー（Ｂ）を使用しなかっ
ため、低速剥離時の粘着力は十分であったが、実施例と比較して、帯電防止性が不十分と
なった。
【符号の説明】
【０２４１】
　１　　電位測定機
　２　　粘着シート
　３　　偏光板
　４　　アクリル板
　５　　固定台
　１０　粘着シート（帯電防止性粘着シート）
　１１　セパレーター
　１２　粘着剤層
　１３　基材フィルム
 

【図１】

【図２】



(50) JP 2014-189786 A 2014.10.6

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 4F100 AK25B AK42  AT00A GB41  JA05B JA06B JG03  JL00  JL13B JL14 
　　　　 　　        YY00B
　　　　 　　  4J004 AA02  AA10  CA03  CA04  CA05  CA06  CB01  CB02  CC02  FA05 
　　　　 　　  4J040 DF011 DF012 DF021 DF022 GA07  GA16  GA22  JA09  KA32  MA10 
　　　　 　　        NA17 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

